
事業再評価調書
事業名 事業 地 K名 ノ !地 区 Fオ F土 J 〕 爾島 l泉 雨 刀田澤佐町

―崎 県 担 当 二L」

事
業
概
要

(1)事 業目的
当地区の基盤は新第二紀鮮新世～第四紀更新世の口之津層群とし、泥岩を主体とする。滑動動

機としては泥岩部に地下水が供給され、それが粘土化することが主な要因とされる。また、地層傾
斜が斜面と同方向の流れ盤を呈すことから、風化岩すべりが発生している。
平成24年より事業が開始され、調査・観測工を継続しながら対策工(抑制工及び抑止工)を実施さ

れてきた。
対策工事の進捗に伴い地すべり活動量は全体的に減少傾向にあるが、今後も必要な対策を実施

し地すべり対策事業の概成をめざし民生の安定を図るものである。

(2)主な事業内容
集水井エ

集水ボーリングエ

排水ボーリングエ

横ボーリングエ

杭エ

アンカーエ
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N=
N=
N=
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(着エ 時)

基
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1基
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0本
45本
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肩エ

年度

再ll回 再計 1山

年度

計画変更
年度

冗成予 ,
休止期間

エ 前回再評価時 計変時 再評 1面

H24 H24 R6

事
業
費

(千 円 | 前年度まで

(千円 )

進捗率

(%)山日千 討 陛 : 舟 譜 1山 時

000 382,000 52.9

事
業
の

進

捗

(1)整備効果の発現状況 (供用開始など)

当地区は計6プロックに分かれおり、現在までにBプロックのみ対策工 (抑制工及び抑止工)が

施工されれている。Bプロックは抑制工の施工後、地下水位の低下がみられ、地すべり活動は確

認されず安定した状態となっている。

(2)未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し
これまで緊急性の高いBプロックの対策工を優先して事業をすすめており、地すべり活動も沈

静化傾向にある。今後は、B-1,C,Dブ ロックにおいて抑制工(横ボーリング)が計画されており、抑
制効果による地下水位低下が見込まれ、完全な地すべり活動の沈静化を目指していく。

(3)関連事業の整備状況
関連事業は特にない。

社
ハ

経
済
等
の

情
勢
及
び
そ
の

状
況

変
化

(1)地元 (受益者、市町村等)の意向
これまでの対策工事により、地すべり変動量は減少し、地元関係者から一定の評価を受

けている。本地すべり直下には市道町原線、県道加津佐停車場・山回線や二級河川であ
る堀川があり、地元民も早急な地すべりの収束を望んでいる。

(2)自 然や生活環境保全の観点で特記すべき事項
特になし。

(3)事業が地域に及ばす効果
本地区で地すべり及び地すべりが誘因での氾濫・湛水が発生した場合、広域に甚大な被害を

及ばすもと想定される。その為、本事業は当地区の保全及び民生、経済の安定のために効果を

発揮するものである。

4
日ll回 詳 1山 時 再評価時 三平1面 偏 考

39.71 ha 39.71ha O
必要性

97 103 O
地元豊聖

の有無
有 有 O重要性

緊急性 緊急度含
1470 24.72経済性 B/C

[土木部としての総合評価と対応方針 ]
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令和3年度 第1回

長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

再評価対象事業

砂防-4 宮ノ原地区地すべり対策事業

事業主体 長崎県

再評価
の理由

事業採択後10年経過

1.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

(億円)
B/C 概要

着 工 完了

当初

(H24茉斤規 )

H24 R4 4.00 フ.24

集水井工 1基
集水ボーリングエ  13本
排水ボーリングエ   1本
横ボーリングエ   53本
杭打工      113本
受圧板+アンカーエ 56本

第 1回審議

(R3)

事業採択後
10年経過

H24 R6 3.90 23.50

集水井工 1基
集水ボーリングエ 13本
排水ボーリングエ  1本
横ボーリングエ  25本
杭打工      45本

2



2.目 的・事業概要・これまでの経緯 (対策工実施状況 )

◆目的

当地区は新第二紀鮮新世～第四紀更新世の口之津層群を基盤とする泥岩を主体とし、斜面に対して流れ盤
の片理構造であることから地すべりが発生している。
そのため平成24年度より対策事業に着手しており、調査・観測工を継続しながら抑制エロ抑止工等の対策エ

事を実施することにより、民生の安定を図ることを目的としている。

◆事業概要
集水井工 1基

集水ボーリングエ 13本

排水ボーリングエ 1本

横ボーリング1 25本
杭打工(0318.Omm)45本

【凡例】

iff重 地すべリプロック

対策工(整備済)

対策工(整備予定)

i軽|

‐
1一■

「
B-1ブロック

Bブロック
cブロック

Dブロック

事業進捗率 Sl.8%(事業費ベース)

用地進捗率 100%(面積ベース)

2.事業の効果「必要性

■==‐ |「 ■`、

Bサh,

Eッ

一
イ
　
・

Cブロック 右翼部
石積みのハラミBブロック下部

クラック

Bプロック左翼部
クラック

Dブロック末端部
石積みの崩落 4

Bブロツク下部
塀クラツク



4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

調査・観測結果による対策工の変更

Bプロック

Bツ ク

〔事業費減の主な内容〕
【事業費減】
4.OO億円 (前回 )

⇒3.82億円 (今回 )

事業買置の内害 減額 主な爾観理由

①調査・観測 約0。70億 円 現地調査に伴う観測工の追加等

②対策エ ―約1.35億 円
調査・観測の結果に伴い、計画されていた対策工(抑制工・抑
止工)を再検討したことによる減額。

②その他 約0.55億円 労務費等の上昇による増額t用地費及び補償費等

計 ―約0.10億円
5

4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

【完了工期】R4(当初 R6(変更)
→

ヽ
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′

ブロック

3ブ 奮lッ ク

Ⅲl 
イ

テ
i

lrll′ |

,1■ ・

(工期延長理由〉
口詳細な調査コ観測に伴うブロック形状および対策工の計画口地元調整に時間を要したため。
口B-1′C,Dブロックにて抑制工の計画があり、施工及び抑制効果の確認が必要のため。 6



5.事業の投資効果

項 目
当初評価

(平成24年度 )

今回評価

(令和3年度 )

残事業 86.89=90.37億 円/1.04億向

全事業 7.24=24.34億 円/3.36億円 23.50=105,02億 円/4.47億 円

【B/C】 7日 24(当初)→ 23.50(現行)

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
・地すべり対策工 (抑制エロ抑止工)施工及び地買調査に要する費用
〔便益〕
H地すべり対策施設 (抑制工t抑止工等の構造物)を整備することにより、人家・公共施設等が保全されることで
発現する便益

〔プラス要因〕
日保全対象人家の増 (97戸→103戸 )

・事業費の減 (対策工の変更)

〔マイナス要因〕
t工期の延長

〔その他要因〕
日費用便益分析マニュアルの改定 (プラス側要因)

(間接被害額の中で精神的被害に関する項目の追力田【精神的被害額 :2.26億 円/人】)        ァ

◆保全対象の重要性、災害時の地域経済への影響を考慮 した上でも事業継続の必要
性がある。

◆用地進捗率は100%であり、今後早期に整備効果が発現する。

◆地元からも早期の地すべり事業概成を望まれている。

◆コスト縮減および代替案の可能性はない。

◆全体事業費の減額、工期延長はあるものの、費用対効果は十分に見込まれる。

対応方針

(原案)

8

8.対応方針 (原案 )

事業継続



事業再評価調書
事業名 事業関連携砂防等事業(地すべり) 地区名 立岩 所在地 公,甫市

令和 3年 事業主体 長崎県 担当部課名 土木部砂防課

事
業
概
要

(1)事業目的
立岩地区事業間連携砂防等事業 (地すべり)は、松浦市北部に位置する延長約1,350m、 幅約

500mの長大地すべりであり、周辺の人家敷地や道路日河川等の構造物に亀裂を発生させるなど

の被害を発生させている。年間約15mmずつ移動しており、その進行方向には多数の人家のほ

かに松浦鉄道 B国道204号等の交通網や地方港湾調川港などが存在し、万が一土塊が下流へ

流下した場合～その被害は甚大なものと予想されることから、対策工事を実施することで、地す
べり災害を未然に防止することを目的とする。

(2)主な事業内容          (前 回)

集水井工       N=36基  (36基)   L=   954.5m (954.5m)
集水ボーリングエ    N=696本  (696本 )  L=   41,180m  (41180m)
排水ボーリングエ    N=35本  (35本)   L=   3,500m  (1,435m)
横ボーリングエ     N圭 51本  (51本)  ,L=   4,080m  (4080m)
排水トンネルエ     N=1本   (1本)    L=    1,340m  (1340m)

着エ

年度

前回再評価

年度

計画変更

年度

冗成予定年度
体上期間

前回再評価時 計変時 再評価

H19 R2 R5 R10

事
業
費

全体事業費 (千 円) 前年度まで

(千円 )

進汐率

(%)看工時 計画変更 再評価時

2,000,000 3,800,000 3,800,000 2,034,833 53.5

事
業
の
進
捗

(1)整備効果の発現状況(供用開始など)

地すべり変動に大きく影響を与える地下水を排除する計画のうち、全体的な地下水低下を図る
目的の排水トンネルエは現在施工済みであるものの、集水井工の施工はまだ完了していないた
め、未だ地下水位が高い状態である。従つて、まだ抑制効果は発揮されていない状況である。

(2)未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し

本地すべリプロックは長さ約1300m B幅約550mの形態が明らかになつている。
今後集水井工の施工を計画しているが、対象となる地すべリプロックが長大であるため、地すべリブロッ
ク全体の集水井工配置計画に際して、地元調整に時間を要することとなり、完成年度が遅延することと

なった。

(3)関 連事業の整備状況

関連事業は特にない。

社
▲
泰

経
済
等
の
情
勢
及
び
そ
の

状

況

変
化

(1)地元 (受益者、市町村等)の意向

地元からの要望もあり地すべり対策工事を進めてきた経緯があるため、地元住民は協力的である。

(2)自 然や生活環境保全の観点で特記すべき事項

特になし

(3)事業が地域に及ぼす効果

保全対象として多数の家屋のほか、国 H県 日市道～松浦鉄道、二級河川、地方港湾等が存在しており、

大規模な地すべり活動が発生した場合には甚大な被害を及ぼすものと想定される。当事業を推進する
ことで当地区の安全安心を確保すると共に、安定した社会経済活動に効果を発揮するものである。

(4)事業に関連する評価口宇旨標等

前回評価時 再評価時 評価 傭 考

必要性
受益面積 197.57ha 197.57ha O
受益戸数 433 512 O

重要性
地元要望

の有無
有 有 O

緊急性 緊急贋合 国適、二級河川 国週、二級河川 高

経済性 投資効果 10.90 10.96 回

[土 て の

に係るコメント



令和 3年度 第 1回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業
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事業主体 長崎県

再評価後5年経過
再評価
の理由

国道204号

西九州道

松浦鉄遭
調川駅

1.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

(億円)
B/C 概 要

着工 完了

当初

(H19)
H19 H32 20 3.89

【工事概要】

集水丼工

横ボーリングエ

抑止杭工

12基
24木
585本

第 1回審議

(H28)

事業採択後
10年経過

H19 R5 38 10.90

【工事概要】

羽F水 トンエ)レ

集水丼工

横ボーリングエ

1287m
36基
51本

第2回審議

(R3)
再評価後5年経過 H19 R10 38 10.96

【工事概要】

排水 トンエ)レ

集水丼工

横ボーリングエ

1287m
36基
51本

2



地すべり指定区域

地すべリプロック

対策工(帯備済)

対策工(整備予定)

【凡伊l】

『
●中,I

l_.ど

2.目 的□事業概要・これまでの経緯

事業進捗率 53.5%(事 業費ベース)

用地進捗率 20.0%(事業費ベース)

調川港

調川川

◆目的

当地区の基盤は砂岩J砂質泥岩を主体とする第二紀層の佐
世保層群で、流れ盤を呈すことから地すべりが発生している。
そのため平成19年度より事業が開始され、抑制二等の対策

工を実施し、民生の安定を図ることを目的としている。

◆事業概要
集水井工       36基
排水 トンネルエ

集水ボニリングエ

横ボエリングエ

1287m
696本

51本

!・ :    ′ ::.

i

3

3.事業の効果・必要性

道路の圧縮亀裂

磯洋玉霊蔦経 1平基轟争テ押出し現象による変形

倉庫内のと裂

家屋の
押出し現象による渓流離岸の亀裂

【対策工】排水トンネル内ポーリング窒 集水状況 道路亀裂 頭部滑落



4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

【完了工期】R5(前回) R10(変更 )
→

く工期延長理由〉

排水トンネルの施工に伴う水位低下により、井

戸や家屋等への影響が発生したことによる対
策工(集水井工)酉己置の検討及び地元調整

5

井戸水位観測状況
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5.事業の投資効果

【B/C】 10と90 10日 96→

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
・地すべり対策工(抑制工)施工及び測量・調査口設計L観測に要する費用

〔便益〕
口地すべり対策施設(抑制エヨ抑止工等の構造物)を整備することにより、人家・公共施設等が保全されることで

発現する便益

〔プラス要因〕
日保全人家の増加(433戸 →512戸 )

〔マイナス要因〕
ロエ期延長に伴うコスト増加

6

項 目
前回評価

(平成28年度 )

今回評価

(令和3年度)

残事業 18.27= 285.31億 円/15.62億 円

全事業 10.90=377.30億 円/34.63億 円 10.96〒 433.41億 円/39.56億円



6.対応方針 (原案 )

◆保全対象の重要性、災害時の地域経済への影響を考慮 した上でも事業継
続の必要性がある

◆対策工効果発現は確認されているが、規模が不足 している。

◆地元からも早急な地すべり事業の概成が望まれている。

◆工期延長はあるものの、費用対効果が十分に見込まれる。

7

対応方針
(原案)



事業再評価調書
事  | 名 地 ¬「 J｀り| キ栗

担 当部] !名

事
業
概
要

(1)事業目的
当地区は昭和28年～31年に地すべり現象が発生し、昭和39年にはプロック末端部の松

浦鉄道擁壁にせり出しが認められた。その後顕著な地すべり活動はなかつたが、平成8年

に宅地の変状が発生したことから本事業に着手したものである。現在までにほとんどのブ
ロックで抑制工を実施しているが、未対策プロックの地下水位が高く計器観測の結果から
も累積変動が確認されている。また、当地区の斜面末端部には重要な保全対象が多く、土

塊が下流へ流下した場合その被害は甚大なるものと予想されることから地すべり対策事
業を継続し、民生の安定を図るものである。         1

(2)主な事業内容 (前回) (今回)

N=
N=
N=
N=

19基
329本
19本
27本

集水井エ
集水ボーリングエ

排水ボーリングエ

横ボーリングエ

19基
374本
19本
39本

看エ

年度
訂回再評1面

年度

計画変更
年度

休止期間
前回再評価時 計 変 時 再 平1面

H8 Rl H28 R8 Rll

尋
業
費

可年度まで

(千円 )

進妙率

(%)面時 再評 1面 時

1,20(l 000 1, 1,700,000 1,075,000 63.2

事
業
の
進
捗

(1)整備効果の発現状況(供用開始など)

当地区は計7プロックに分かれおり、現在までにA～ Dブロックまでの4プロックで対策工(抑制
工)が施工されている。E～Gプロックは抑制工が施工中または計画中である。A～ Dブロックは
抑制効果による地下水位低下がみられ、地すべり活動は安定した状態となっている。現在はEブ
ロックの地すべり活動が活発であり、早期に対策工が施工されることが望まれている。

(2)未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し
これまで緊急性の高いプロックの対策工を優先して、抑制工を主体とした事業をすすめており、

地すべり活動も沈静化傾向にある。今後は、地すべり活動が活発なEプロックを最優先として抑
制工を実施し、完全な地すべり活動の沈静化を目指す。

(3)関連事業の整備状況
関連事業は特にない。

社
△
富

経
済

等
の

情

勢
及
び
そ
の

状
況

変
1ヒ

(1)地元 (受益看、市町村等)の意向
これまでの対策工事により、地すべり変動量は減少し、地元関係者から一定の評価を受

けている。本地すべり直下には国道204号や二級河川である相浦川、松浦鉄道等があり、
地元住民も早急な地すべりの収束を望んでいる。

(2)自 然や生活環境保全の観点で特記すべき事項
特になし。

(3)事業が地域に及ぼす効果
本地区で地すべり及び地すべりが誘因での氾濫・湛水が発生した場合、広域に甚大な被害を

及ぼすもと想定される。その為、本事業は当地区の保全及び民生、経済の安定のために大いに

効果を発揮するものである。

前回評 1面時 再評 1面 時 調M面 偏 考

覚 盃 向積 〇
必要性

受 盃 戸 叡 1,672 1,715 O

重要性
地元要望

の有無
有 有 O

緊 急 性

経 済 性 B/C 50.76 44.09

[土木部としての総合評価と対応方針 ]

総合評価 働  ィ 事業見直し継続    休止   中止



令和3年度 第1回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

大野地区

‖t rttt 叫

砂防-6 大里予l也区事業間連携砂防等工
事 (地すべり)

|

|

|

事業主体 長崎県

再評価
の理由

再評価後変更

審議経過 再評価の理由
工期

事業費
(億円)

B/C 概要
着工 完了

当初

(H8新規 )
H8 H28 12.0 26.03

集水井工 19基
集水ボーリングエ 279木
排水ボーリングエ 19本
横ボーリングエ 27本

第 1回審議

(H17)
事業採択後
10年経過

H8 H28 12.0 26.03

集水丼工 19基
集水ボーリングエ 2フ9本
排水ボーリング正 19本
横ボーリングエ 2フ本

第2回審議

(H22)
再評価後
5年経過

H8 H28 12,0 26,74

集水丼工 19基
集水ボーリングエ 279本
〕F水ボーリングエ 19本
横ボーリングエ 27本

第3回審議

(H27)
再評価後
5年経過

H8 R3 13.0 24.フ 5

集水丼工 19基
集水ボーリングエ 329木
排水ボーリングエ 19木
横ボーリングエ 27本

第4回審議
(Rl前回)

その他 H8 R8 13.0 50.フ 6

集水丼工 19基
集水ボーリングェ 329本
排水ボーリングエ 19本
横ボーリングエ 27本

第5回審議

(R3今回)
再評価後変更 H8 Rll 17.0 44.09

集水井工 19基
集水ボーリングエ 374本
排水ボーリングエ 19本
横ボーリングエ 39木 2



◆目的        ′

当地区は昭和28年～31年に地すべり現象が発生し、
宅地の変状が発生している。そのため平成8年度よ
り事業が開始され、抑制工等の対策工を実施し、民
生の安定を図ることを目的としている。

◆事業概要
集水丼工 19基
集水ボーリングエ 3フ4本
排水ボーリングエ 19本
横ボーリングエ 39本

◆事業経過
事業開始 H8～
用地開始 H10～
工事開始 H10～

事業進捗率 63,2%(事業費ベース)

用地進捗率 73.0%(面積ベース)

ロ

田
▼
▽

地すべり
防止区域

地すべり
ブロック

対策エ

(整備済)

対策エ
(整備予定)

3

3.事業の効果・必要性

級河川相浦川 ( 対象)

⑤ブロック塀の開き   ③松浦鉄道(保全対象)

輩 ・ 君

⑥線路沿い法面崩壊 ④住宅塀のクラック



4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

【断面図】
集水ボーリング

集水井

(工期延長理由〉

B観測結果に伴い詳細設計を行つた結果、必要な横ボーリング、
集水ボTリング等の数量が増加したため。

【事業費増】
13.0億 円 (前回)

⇒17.0億 円 (今回)

事業■贈の内喜 増観 宝な増機理由|

①対策工の増 約250億円 詳細設計の結果、計画段階と比較して費用が増加した。

②その他 約150億円
労務単価・資機材等の単価上昇、現地精査による数量

変更等

計 約400億円

4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

【完了工期】R8(前回)
→ R

■
―
―

■
―
― ▲

守
′
Ｅ
ヽ )ロ

【断面図】
集水ボーリング

(工期延長理由〉

口観測結果に伴い詳細設計を行つた結果、必要な横ボーリング、

集水ボーリング等の数量が増加したため。

6



【B/C】 50B76 44=09→

◆ 費用対効果(B/C)

項 目
前回評価

(令和1年度)

今回評価

(令和3年度 )

残事業 239.93=602.22億 円/2.51億円 91.31=519.55億円/5。69億円

全事業 50.76=lo68.97億円/21.06億円 44.09↑ =969.88億 円/22.00億円

〔費用〕
・地すべり対策工 (抑制エロ抑止工)施工及び調査「観測に要する費用
〔便益〕
日地すべり対策施設 (抑制エロ抑止二等の構造物)を整備することにより、人家日公共施設等が保全されることで
発現する便益

〔プラス要因〕
t危険区域の保全対象人家の増 (1672戸→1715戸 )

〔マイナス要因〕
B事業費の増 (対策工数量の増加)

・工期の延長 (対策工数量の増加及び用地解決の遅延)

7.対応方針 (原案 )

【B/C】 50.76(前回)→ 44口 09 (現行 )

◆保全対象の重要性、災害時の地域経済への影響を考慮した上でも事業継続の必要性
がある。

◆事業進捗率は63.2%(10.8億 円/17.0億 円)であり、用地進捗率は73%である。

◆本地すべり直下には国道204号や二級河川である相浦川等の重要な保全対象が位置し、
地元住民からも早期の地すべり事業概成を望まれている。

◆コスト縮減及び代替案の可能性はない。

◆全体事業費の増額、工期延長Iまあるものの、費用対効果は十分見込まれる。

対応方針
(原案)

8

継続



事業再評価調書
地 K名 I 所 在

'

|

1,上  ヽ| 雨 訓 川 町

令和 3年度 子日当部 !名 Eとiラ

事
業
概
要

(1)事業目的
当地区は、昭和30年代より地すべり被害が報告され、耕作地及び民家等に対して被害

を及ばしている。昭和33年に地すべり防止区域に指定され、主に地下水排除を目的とした
抑制工を実施し、一時期地すべり活動は沈静化していたが、昭和55年頃から再活動が報
告され、民家、耕作地に多大な被害を与えたことから、昭和57年から事業を再開し、現在
までに調査,観測,地すべり対策工の計画,工事が実施されている。
今後も引き続き必要な対策を実施し、地すべり対策事業の概成をめざし民生の安定化を

図るものである。

(2)主な事業内容
集水井工     N=
集水ボーリングエ  N=
横ホ'―リンク

・三二      N=
杭打工      N=
アンカーエ     N=

9基
137本
86本
227本
125本

(前回)

9基
3ヽ7本
86本
176本
125本

L=   110m
L= 7,810m
L= 4,045m
L= 4,668m
L= 9,065m

(前回)

110m
7,810 m

4,045 m

3,775 m

31065 m

工
度

肩
年

日lI回 舟評 1山

年度

計 回安貝

年度
休上期間

泥 工 時 両 回再評価 口予 討 変 時 再 畔1山

S57 Rl H20 R5 R10

亭
業

費

日ll年 度まで

(千円 )

運砂畢

(%)エ 計 陛 変 里

000 000 69.7

事
業
の
進
捗

(1)整備効果の発現状況 (供用開始など)

当地区はA～ Eの 5プロックに分かれており、平成19年度に概成したBプロックでは地すべり活
動は確認されず、安定した状態となっている。そして、現在施工中のEプロックにおいても抑制エ

(地下水排除工)および抑止工 (アンカーエ)の効果により、活動は沈静化しつつある。また、Aブ
ロックにおいては家屋に明瞭な亀裂が生じていて過去に大きな変動があつた。地元要望により地
すべり計器観測を再開しており、高い地下水位が確認されている。

(2)未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し
これまで人家等の保全対象が多くある緊急性の高いブロックの対策工を優先して事業をすすめ

てきたところであるcEプロック下部については対策工により活動の沈静化が図られているが、Eブ
ロックの上部に関しては、工事に起因して周辺の田や井戸水が枯れることを心配している地元住
民の同意を得るのに時間を要していたが、昨年度地元の理解を得ることができたため、上部の対
策工を進め概成を目指す。Aプロックについても、観測結果より必要な対策工を実施し、概成を目
指す。

(3)関連事業の整備状況
関連事業は特にない。

社
ハ
7R

経
済
等
の

情
勢
及
び
そ
の

状
況

変
化

(1)地元(受益者、市町村等)の意向
これまでの対策工事により、地すべり活動量は減少し、地元関係者から一定の評価を受

けている。また、本地すべり頂部域には県道上志佐。今福停車場線、末端部域には二級河
川調川川があり、早期の地すべり対策工の概成が望まれる。

(2)自 然や生活環境保全の観点で特記すべき事項
特になし。

(3)事業が地域に及ぼす効果
地すべり地直下の保全対象として県道、二級河川があり、さらに河川の下流には保育園や松

浦鉄道、国道などがある。地すべりが発生した場合、直接的な被害はもとより、河川に土砂ダム
が形成され、これが決壊・氾濫した場合、下流域に甚大な被害を及ぼすものと想定される。当該
事業を推進することで白井岳地区の安心・安全を確保するとともに、安定した社会経済活動に効
果を発揮するものと考えられる。

可 回 評 1面 時 再 評 1山 時 言半1画 偏 考

224.8ha 2248 O
388 388 O

必要性

有重要性
地元要望
の有無

有 〇

緊急性 緊急反合 県逼、二緻河川 県逼、二徹河川 同

経済性 B/C 5.51 4.15 中

[土木部としての総合評価と対応方針]

総合評価 事業見直し継続    休止   中止



令和 3年度 第 1回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

白井岳地区

'ヽ

売

iI

l■
‐

,I

ll i  l

｀
)イ ィf

―″=

砂防-7 白井岳地区事業間連携砂防事

業

事業主体 長崎県

|

価
由

評
理

再

の
再評価後変更

1.審議経過

審議経過 再評価の理由
正期 事業買

(億円)
B/C 概要

着エ 完了

第1回審議

(H10)

再評価後
10年経過

S57 H20 9.0 4.5
集水井工  3基
集水ボーリング 199本
杭打工  216本

第2回審議

(H15)

再評価後
5年経過

S57 H20 9.0 2.4
集水井工  3基
集水ボーリング 199本
杭打工  216本

第3回審議

(H20)

再評価後
5年経過

S57 H25 11.0 2.16

集水井工  7基
集水ボーリング 113本 (L=6′ 610m)
横ボーリングエ 86本 (L=4′ 045m)
杭打工  216本(L=2,993m)

第4回審議

(H25)

再評価後
5年経過

S57 H30 14.0 2,24

集水井工  9基
集水ボーリング 137本 (L=7′810m)
横ボーリングエ 86本 (L〓 4′ 045m)
杭打工  176本 (L=3′ 775m)
アンカーエ 125本 (L=3′ 065m)

第5回審議

(H30)

再評価後
5年経過

S57 R5 14.0 5.33
【前回からの変更内容】
(工期)地元調整

第6回審議

(Rl)
その他 S57 R5 14.0 5.51

【前回からの変更内容】
交付金事業から個別補助事業への移行

第7回審議

(R3今回)
再言W面後変更 S57 R10 18.0 4.15

集水井工  9基
集水ボーリング 137本 (L=7′810m)
横ボーリングエ 86本 (L=4′ 045m)
杭打工  227本 (L〓 4′ 668m)
アンカーエ 125本 (L=3′ 065m)

2



2.目 的・事業概要・これまでの経緯

◆目的
当地区は昭和30年代に地すべり現象が発生し、宅地の変状が発生
している。そのため昭和57年度より事業が開始され、抑制工等の対
策工を実施し、民生の安定を図ることを目的としている。

◆事業概要
集水井工 9基
集水ボーリングエ 137本
横ボーリングエ 86本
杭打工 227本
アンカーエ 125本

◆事業経過
事業開始 S57～
用地着手 S60～ Rl
工事着手 S57～

◆保全対象
人家 388戸
県道  L=1,100m

一般県道上志佐 .今福停車場線

二級河川 調川川|

事業進捗率 69,7%(事業費ベース)

用地進捗率 55.6%(面積ベース)

脚
口

側
▼
▽

対策エ
(整備済)

対策エ

(整備予定)

地すべり
防止区域

地すぺり
ブロック

一

一中
〓
一

3,事業の効果日必要性

歪の発生による扉不閉

民家土間コンクリー トの亀裂

民家基礎ヨンクリー トの亀裂

三級河川 調川川

末端部道路下のプロック積鵬壊 (補修跡)



4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

玉

ヽ  子

【事業費増】
14.0億円(前回)

⇒18.0億円(今回)

抑止工 (杭工)の追加

―敷屎適it佐  今福停車場確

一
（

一

事業資増の内害 増領 主な増額理由

①対策工の見直し 約2.5億 円
観測(地下水位、地すべり変状)の結果による、対策エ

の追加

②その他 約1.5億円 労務費等の上昇による増額

計 約4.0億 円
鳴

4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

【完了工期】R5(前回) R10(変更 )
→

メ

一　
●
イ
午

´

抑止工 (杭工)の追加

く工期延長理由〉
観測(地下水位、地すべり変状)の結果による
対策工の追加

6



5.事業の投資効果

【B/C】 5851(前回)→ 4。 15(現行)

◆ 果 (B/C)

〔費用〕
・地すべり対策工(抑制工B抑止工)施工及び調査日観測に要する費用
〔便益〕
日地すべり対策施設(抑制工・抑止工等の構造物)を整備することにより、人家日公共施設等が保全されることで
発現する便益

〔マイナス要因〕
L事業費の増(対策工の見直し等)

・工期の延長(対策工の見直し等)

◆保全対象の重要性、災害時の地域経済への影響を考慮した上でも事業継続の必要性
がある。

◆事業進捗率は69,7%(12.5億 円/18億円)であり、用地進捗率は55.6%となつている。

◆地元からも早期の地すべり事業概成を望まれている。

◆コスト縮減及び代替案の可能性はない。

◆事業費の増 E工期の延長があるものの費用対効果は十分見込まれる。

対応方針
(原案)

7

8

項 目
前回評価

(令和元年度)

今回評価

(令和3年度)

残事業 35,00=68.60億 円/1.96億円 6.50=31.16億 円/4.79億円

全事業 5.51=167.07億 円/30.34億円 4.15= 116.45億 円/28.06億 円

6.対応方針 (原案 )

事業継続



事業再評価訓書
子 ヨミ名 地

=
「 'べ り| 谷 江 地 区 Fザ「在地 壱岐市

F 担 当部 冒〔名 土木部砂防課

事
業
概
要

(1)事業目的
当地区は、近年地すべり活動と想定される石積のはらみや、斜面での崩壊等の変状が発

生しており、これの対策を実施するため、平成24年度より当事業に着手した。これまでに地
すべりの誘因となる地下水位を低下させる抑制工を実施中である。当地区は被害想定区
域内に保全対象となる人家や県道、市道、二級河川が存在しており地すべり災害が生じた
際には甚大な被害が予想されることから地すべり対策事業を継続し、人命H人家の保護を
図るものである。

(2)主な事業内容
横ボーリングエ

杭エ
N=243本
N=132本

着エ

年度
前回再評価

年度
計画変更

年度

:威予 灰
休上期間

看工時 前回再評価時 計 変 日尋 再 平1面

H24 H33 R8

子

業
費

円 訂年度まで

(千円 )

進汐率

(%)エ 可 」 写評 I

画時 再辞価時
429,000 000 532,100 66.5

事
業
の
進
捗

(1)整備効果の発現状況 (供用開始など)

G,H,I,Mブ ロックの抑制工を実施した結果、地下水位の低下がみられ、地すべり活動の低減日小康
化が図られている。現在は地すべり活動を停止させるため、FlL,0,P,Qブ ロックの抑制工を実施中
である。

(2)未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し
これまで地すべり発生時に二級河川の河道閉塞等の被害が甚大となるプロックの対策工を優先
して事業をすすめてきたところである。各対策ブロック周辺には人家や耕作地があり、工事用道路
の設置等の地元調整に不測の日数を要すること等が事業遅延の要因となつている。今後も地元
の同意を得ながら事業を進めていきたい。

(3)関連事業の整備状況
特になし

社

▲
蒸

経
済
等
の

情
勢
及
び
そ
の

状
況
変
1ヒ

(1)地元 (受益者、市町村等)の意向
地元より早期の事業概成を求められている。

(2)自然や生活環境保全の観点で特記すべき事項
特になし

(3)事業が地域に及ぼす効果
地すべり地直下の保全対象として人家日県道・市道・三級河川があり、これらを保全する事により
地域の経済活動に効果を発揮する。

4
前回評価時 再評価時 評 1西 備考

受盃 面幅 18.63ha 18.63ha O
必要性

受盃 戸数 27 34 O
地元要望

の有無
有 有 O重要性

緊 急 圧 合 二級河川、県遁、市道 二級河川、県道、市道 間緊急性
2.75 6.43 画経済性 B/C

[土木部としての総合辞価と対応方針 ]

事業継続 事業見直し継続    休止   中止総合評価

メント



令和3年度 第 1回
長崎県

′ム`其事業評価監視委員会

再評価対象事業

谷江地区
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砂防-8 谷江地区地すべり対策事業

事業主体 長崎県

再評価
の理由 事業採択後10年経過

峯■‐|

1.審議経過

審議経過 再評価の理由

工期
事業費

(億円)
B/C 備考

着工 完了

当初
(H24新規)

H24 H33 4.29 2.フ 5
【工事概要】

横ボーリングエ

杭工

N=163本
N=132ラ本

第 1回審議

(R3)

事業採択後
10年経過

H24 R8 8:00 6.43
【工事概要】

横ボーリングエ

杭工

N=243本
N=132本



2.目 的・事業概要口これまでの経緯

◆目的

当地区は、壱岐市芦辺町に位置する地すべり防止区域であり、近年地すべり活動と想定される石積のはらみや、斜面での崩壊等の
変状が発生しており、被害想定区域内には人家や県道、市道、二級河川が存在しているため、地すべり災害が生じた際には甚大な被
害が想定されることから、地すべり対策事業を実施するものである。

◆事業概要

横ボーリングエ N=243本

杭工     N=132本

◆保全対象

家屋 N=34戸

県道 L=2,740m

市道 L=5,870m

橋梁 N=4橋

lk

凡例

地すべり指定区域

地すべリプロック

事業進捗率 66.5%(事 業費ベース)

用地進捗率 100%(面積ベース)

3.事業の効果・必要性

保全対象として住宅、事業所が
点在し、県道、市道や二級河川
等があり地すべり災害が発生し
た場合の被害は甚大になるた
め地すべり対策が必要である。

写真② 二級河川谷江川及び
県進国分摘崎線

凡例

! : 地すべリプロック

∨ 対策工 (猫工済み )

∨ 対策工 (施工中・予定)

写真① 地すべリプロック頭部滑落崖 写真③ プロック積擁壁の亀裂

写真④ 道路の亀裂

写真⑤ 水路工の亀裂



4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

【事業費増】
4.3億円(前回)

⇒8.0億円(今回)

各地すべリプロック抑制工施工数量追加

聰

凡 例

地すべり,ロック

対策プロック追加 ∨ 対第工(施工済み)

∨ 対栄工6乞工中 予D

事業員増の内害 増顔 主な増額理由

①対策工の見直し 約25億円
観測(地下水位、地すべり変状)の結果による、対策ブ
ロック及び対策工の追加

②その他 約 1.2億円 労務費等の上昇による増額

計 約3.7億 円

学， 一一一ト

5

4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

更変Ｒ８
一

↓初当３３Ｈ】Ｅ狙
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各地すべリプロック抑制工施工数量追加

|.::● I:|

|litFI

凡例

: : 地すべり指定区域

1__」 対策済みプロック

I…
… …

: 対策中・予定プロック

対策プロック追加

く工期延長理由〉
①対策ブロックの追加(Qブロック)

②対策数量の変更(抑制工(当初:163本→変更:243本 ) 6



5.事業の投資効果

項 目
当初評価

(平成24年度 )

今回評価

(令和3年度 )

残事業 17.30=45,32億 円/2.62億 円

全事業 2.75=9.71億 円/3.59億円 6.43=56.76億 円/8.83億円

【B/C】 2。77(当初)→ 6.43(現行)

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
・地すべり対策工 (抑制工・抑止工)施工及び調査 B観測に要する費用             .
〔便益〕
日地すべり対策施設 (抑制エロ抑止工等の構造物)を整備することにより、人家E公共施設等が保全されることで
発現する便益

〔マイナス要因〕
B事業費の増 (対策工の見直し等)

・工期の延長(対策工の見直し等)

〔その他要因〕
B費用便益分析マニュアルの改定 (プラス側)

(便益における間接被害額等の追加)

7

◆保全対象の重要性、災害時の地域経済への影響を考慮した上でも事業継続
の必要性がある。

◆用地進捗率は100%であり、今後早期に整備効果が発現する。

◆地元からも早期の地すべり事業概成を望まれている。

◆コスト縮減および代替案の可能性はない。

◆工期の延長はあるものの、費用対効果が十分見込まれる。

8

6.対応方針 (原案 )

対応方針
(原案)

事業継続



事業再評価調書
事業名 地すべ Ч 事業 地 X名 Ｘ

一 対 月 市厳原町

評価 年度 担 当 部 ;ηピヨ 」Lラ ミ部砂防課

事
業
概
要

(1)事業目的
当地区は、山中の中腹から裾部にあたり、崩積土や強風化泥岩の分布する泥弱な地質を主体と

する。A-1ブロックでは、昭和60年度に「町道(現市道)野良線災害」で道路面を頭部とする地すべり
が発生した。また、隣接する崩壊斜面は「日吉地区急傾斜地崩壊危険区域」に指定されている。
当地域内の家屋や市道、下方域の厳原小学校に甚大な被害をもたらず恐れがあることから、平成

25年 12月 に地すべり指定された。事業開始は平成24年度から行われ、調査・観測工を継続しながら
対策工(抑制工及び抑止工)を実施されてきた。
対策工事の進捗に伴い地すべり活動量はほとんど無くなってきているが、今後も必要な対策を実

施し地すべり対策事業の概成をめざし民生の安定を図るものである。

(2)主な事業内容
横ボーリングエ

杭エ

押え盛土エ
かご枠エ

N=145本
N= 97本
V=1236m3
A= 60m2

工
度

肩
年

日ll回 舟計 1山

年度

計画変更
年度

休止期間
エ 前回再評価時 計変時 再 平1面

H24 H29 R6

事
業

費

く千 円
`

雨年度まで

(千円)

進秒率

(%)雨 恒 」日寺 討 幽 変 里 舟 計 価 時

000 000 627,496 647

事
業
の
進
捗

(刊 )整備効果の発現状況(供用開始など)

当地区はA～C各プロックの計8ブロックに分かれており、抑制工が施工されたプロックにおいて
は地下水位の低下がみられ、現在までに概成プロック及び抑止工竣エプロックでは地すべり活
動は確認されず安定した状態となっている。

(2)未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し

施工箇所には住宅地や小学校が近接しており、工事用進入路の調整等に不測の日数を要する
こと等が事業遅延の要因となっているもこれまで緊急性の高いプロックの対策工を優先して、抑

制工を主体とした事業をすすめており、地すべり活動も沈静化傾向にある。今後は、A-3,B-1ブ
由ックにおいて施工、B-2ブロックにおいて計画されている抑止工(杭打工)の抑止効果による完全

な地すべり活動の沈静化を目指す。

(3)関連事業の整備状況
関連事業は特にない。

社
△
富

経
済
等
の

情
勢
及
び
そ
の

状

況

変
化

(1)地元 (受益者、市町村等)の意向
これまでの対策工事により、地すべり変動量は減少し、地元関係者から一定の評価を受

けている。本地すべり直下には人家および対馬市立厳原小学校があり、地元住民も早急
な地すべりの収束を望んでいる。

(2)自然や生活環境保全の観点で特記すべき事項
特になし。

(3)事業が地域に及ばす効果
本地区で地すべりが発生した場合、人家および小学校に甚大な被害を及ばすもと想定される。

その為、本事業は婆地区の保全及び民生、経済の安定のために効果を発揮するものである。

日lJ回 詳 1山 時 再評 1面時 ヨ円面 偏 考

12.91 ha 12.91 ha O
97 95 ∪

必要性

有 有 O重要性
地元要望
の有無

緊急性 緊急反合
7.88経済性 B/C 691

[土木部としての総合評価と対応方針]

総合評価 動    事業見直し継続    休止   中止



令和3年度 第 1回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業
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事業主体

砂防-9 東山下地区地すべり対策事業

長崎県

再評価
の理由

事業採択後10年経過

1.審議経過

審議経過 再評価の理由

工期
事業費

(億円)

B/C 概要

着王 完 了

当初

(H24新規 )
H24 H29 6.90 6.91

【工事イ既要】

横ボーリングエ N=276本
杭打工 N=241本

第 1回審議

(R3)

事業採択後
10年経過

H24 R6 9.70 8,1フ

【工事概要】
横ボーリングエ N=145本
杭打工 N=97本
押え盛土工 V=1236m3

2



2.目 的・事業概要・これまでの経緯 (目 的・全体平面図)

(事業目的〉

当地区は、対馬市厳原町に位置し、崩積土や強風化泥岩の分布する泥弱な地質を主体とする地すべり地帯であ
る。A‐ 1プロックでは、昭和60年度に「町道 (現市道)野良線災害」で道路画を頭部とする地すべりが発生した。また、
隣接する崩壊斜面は「日吉地区急傾斜地崩壊危険区域」に指定されている。
当地域内の家屋や市道、下方域の厳原小学校に甚大な被害をもたらす恐れがあることから、平成25年 12月 に地

すべり指定された。事業開始は平成24年度から行われ、調査ヨ観測ェを継続しながら対策工(抑制工及び抑止工)

を実施されてきた。

対策工事の進捗に伴い地すべり活動量は沈静化してきているが、今後も必要な対策を実施し地すべり対策事業
の概成をめざし民生の安定を図るものである。

事業進捗率 64.7%(事業費ベース)

用地進捗率 10o%(面積ベース)

3.事業の効果・必要性

【凡例】

どf重 地すべリプロウク

対策工(整備済)

対策工(整備中・予定)

A‐2プロック中腹部
滑落跡 (H〓生,8m程度 )

B‐ 1ブロック末端部
舗装に生じる亀裂対馬市立厳原小学校

戦育親毯i訂習孟鍼:0'hP

tOttL々基
^‐ イ

~

,

一一一一一一一一一一， 一一一．一一



4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

地すベリ1旨 克面1蕊 A章

'08聴

:ハ フ瞬

〔事業費堪の主な内容〕

，
・
（
！
一一

・

当初計画ルー ト現地写真

抑え盛土工追加

キ

ー

ー

■

ヽ

ｌ
＼

″ノ
ヽ
＼ 一

ヽ
Ｒ

″

′
′

‐

:当初計画ルート (既設道路利用)

ユ‐‐
,・ :変更ルート (仮設道路設置)

事業費増の内害 増額 主な増領理由

①対策工の見直し 約0.7億 円
調査・観測結果に伴い〔対策工の見直しく抑え盛上の追加)が発生

したことによる増額。

約1.0億円
施工箇所周辺の影響に配慮した仮設道路等計画の見直し等による

増額。②仮設計画の見直し

約1.1億円 労務・資材単価等の上昇による増額②その他

【事業費増】
6.90億円 (当初)

⇒9.70億円 (今回)

計 約28億円

4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

【完了工期】 H29(当初)→ R6(変更)

iCジ 〔lッ ク |

当初計画ルー ト現地写真

ゝ
１

１

１

■

ゝ
|ヽテ ″″

″ノ
ヽ
＼ ナ

ゝ ′

…… ヽ イ

:当初計画ルート (既設道路利用)

=・ =‐>:変更ルート (仮設道路設置)

〈工期延長理由〉

①施工箇所周辺状況に配慮した仮設道路等見直しによる事業期間の延長。
②墓地の移転補償に関する所有者との調整による事業期間の延長。

6



6.事業の投資効果

項 目
差初評価

(平成24年度)

今回評価

(令和3年度 )

残事業 22.80=74.09億 円/3.25億円

全事業 6.91=40.76億 円/5.90億円 8.17=88.15億 円/10.79億 円

【B/C】 6.91(当初)→ 8.17(現行)

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
日地すべり対策工(抑制工B抑止工)施工及び調査・観測に要する費用

〔便益〕
日地すべり対策施設(抑制エロ抑止工等の構造物)を整備することにより、人家日公共施設等が保全されること
で発現する便益

〔マイナス要因〕
・保全対象人家の減少 (97戸→95戸 )

・事業費の増(仮設計画の見直し等)

・工期の延長(仮設計画の見直し等)

〔その他要因〕
日費用便益分析マニュアルQ改定(プラス側)

(間接被害額の中で精神的被害に関する項目の追加 【精神的被害額 :2.26億 円/人】)

◆保全対象の重要性、災害時の地域経済への影響を考慮 した上でも事業継続の必要
性がある。

◆用地進捗率は100%で あり、今後早期に整備効果が発現する。

◆当地区はA～C各 ブロックの計8ブ ロックに分かれており、抑制工が施工されたブ
ロックにおいては地下水位の低下がみられ、地すべり活動は沈静化傾向にある。
A-3,B-1,B-2ブ ロックにおいても抑止工(杭打工)が施工・計画され、抑止効果に
よる地すべり活動の沈静化が期待されている。

◆地元からも早急な地すべり事業の概成を望まれている。

◆事業費の増額、工期延長はあるものの、費用対効果は十分に見込まれる。

対応方針
(原案)

7.対応方針 (原案 )

事業継続



事業再評価調書
事  |

g名 急 1畷 難引L 媛 対 事 栗 地 Z名 石 稚 生世 1 !市有福町

3 担 当部 1名 主 う

事
業
概
要

(1)事業目的
有福 (3)地区急傾斜地崩壊対策事業は、佐世保市有福町に位置する斜面傾斜角度30度以

上、がけ高約40mの急傾斜地であり、一連の斜画下には人家14戸が存在している。今後の豪
雨等により上砂災害が発生した場合、被害は甚大なものと予想されることから、対策工事を実施
することで被害を未然に防止するものである。

(2)主な事業内容
法面エ

現場吹付法枠エ A= 5,000 ポ

20m

(当 初 )

(2,500mド )

待受擁壁エ ト

看エ

年度

前回再評価
年度

計画変更

年度
休上期間

エ ロ干 前回再評価時 計 変 肝 再 伍

H24 H28 R8

事
業
費

(干 F 可年度丁で

(千 円 )

進捗率

(%)エ 面時 再辞価時

150,000 450 5.3

事
業
の

進

捗

(1)整備効果の発現状況 (供用開始など)

平成24年度から測量・調査・設計が済みt用地測量、用地取得を行つている状況にある。

(2)未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し
主に県外地権者、相続者との交渉に日数を要しているおり、他に旧海軍省地や複数地に設定さ
れた地役権の解除、金融機関外抵当の解除、複数機関からの差し押さえ地等、1つの土地の入
手に権利の部分の解除が付随する箇所が多数ある地区でもあるが、全ての土地について交渉
が済み、見通しが立った状態である。しかしながら、今後の工事工程を見据え、令和8年度まで延
長するものである。

(3)関連事業の整備状況
関連事業は特にない。

社

△
蒸

経
済
等
の
情
勢
及
び
そ
の

状
況
変
化

(1)地元 (受益者、市町村等)の意向
日地元より早期の事業概成を求められている。

(2)自 然や生活環境保全の観点で特記すべき事項
特になし。

(3)事業が地域に及ぼす効果
口保全対象として14戸の人家が密集しており、これを保全することにより、県民の生命を保護する
ものである。

4
ユ
〓 初 再評価 時 訂「1面 備 考

受益面積
必要性

堂 盃 戸 叡 15 14 O

重要性
地元要望
の有無

有 有 O

中緊急性 緊急反合

経済性 B/C 2.33 2.46 中

[土木部としての総合評価と対応方針 ]

総合評価 業継続 休止   中止事業見直し継続

メン



令不日3年度

長崎県
′ム`其事業評価監視委員会

再評価対象事業

箇所

お

JR早岐駅

国道205号

大
略
銀

砂防-10 有福(3)地区急傾斜地崩壊対策

事業

筆タン,彦

事業主体 長崎県

再評価
の理由

事業採択後10年経過

子/が

す/屈癬

( 区

委

: 

ず
鬱 ,,テ

rむ

ウ
ス
テ
レ
ポ
ス
釈

ハ
ウ
ス
テ
レ
ポ
ス

生

π.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

(億円)

B/C 概要

着工 完了

当初

(H24年度)

H24 H28 1.5 2.33
【工事概要】

工事長 L〒 120m
現場す丁法|十

九ェ A=2′500m2

第1回審議

(R3年度 )

事業採択後
10年経過

H24 R8 4.5 2.46

【工事概要 (変更後)】

工事長 L=178m
現場吹付法枠工 A=5′000m2
(アンカーエ併用 )

待受擁壁工L=20m

【当初評価からの変更4'元要】
・測量結果による対策範囲の増
・地質調査の結果による対策工の追加 (アン

カ=工)事業費増
・用地取得に伴う事業期間の延長

2



2.目 的・事業概要・これまでの経緯

◆目的

当地区は斜面直下に保全対象となる人家14戸 、最大がけ高約40mの急傾斜地であり、自然災
害から人命を保護するため、急傾斜地崩壊対策工事を実施し、民生の安定を図ることを目的とし
ている。

◆事業概要

現場吹付法枠工 5,000浦

(アンカーエ併用 )

待受擁壁工 20m

(凡例 )

残事業区問

被害想定区域
国園 保全人家

事業進抄率 4%(事業費ベース)

用地進捗率 30%(面積ベース)

全体計画延長 L=178m

ヽ
、ヽ
”
″ｒ 圧

~弓

   二

平成24年度 事業化

平成25年度 用地着手

令和3年度 工事着手

3.事業の効果・必要性

全体言1画延長L-178m

ヽ̈

頭部滑落崖に露出する泥質砂岩
崩壊により基岩が露出する

斜面末端部 既設空石積の崩壊跡

保全対象

人家(14戸 )

″

＼

ジ

4

ド協胸|イ こ

斜面崩壊により設置された仮設防護柵

三方を



4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

【事業費増】1.5億円 (当初)→4.5億円 (変更)

事業費増減

の内容

増減額 主な増減理由

対策範囲の

変更

+1.5億円 測量結果による

対策範囲の増

工法の変更 +10億 円 地質調査の結果
により
ロアンカーエ追加
・法枠の規格変更
300*300-→ 500*500

その他 +0.5億円 労務費、歩掛改定

税率等の増加

合 計 +3.0億円

【当初】
B現場打法枠工 A=2,5oom2

【変更】
日現場吹付法枠工 A=5,000m2

(アンカー併用 )

日待受擁壁工  L=20m

ヽ
辞

〃
庁

5

現場 B欠付法枠工A=5000席

アンカ‐工の追加

待受擁壁工 L=20m

4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

【完了工期】H27(当初)→R8(変更)

・用地取得に伴う県外地権者との交渉、相続、権利外し等に不測の年数を要したため、R8まで
延長

用地の間謹
①県外地権者、相続者との用地交渉
②差し押さえに伴う関係機関調整
③地役権設定に関する関係機関調整
④海軍省地に関する関係機関調整 等

R3年度内解決見込み

R3工事着手ラ定

ヽ
、４
け
イ
一

6



5.社会経済情勢等の変化

保全対象人家の減少 (1戸 )

⇒保全対象人家15戸 → 1戸減 → 14戸の人家

減少箇所(1戸 )

7

ヽ
導
ノ

5.事業の投資効果

【B/C】 2.33(前回)→ 2i46(現行)

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
L急傾斜地対策工施工及び測量設計調査に要する費用

〔便益〕
日急傾斜地崩壊対策施設 (法面二等の構造物)を整備することにより、人家B公共施設等が保全されることで
発現する便益

〔マイナス要因〕
・保全対象人家の減少 (15戸→14戸 )

日事業費の増 (対策範囲の変更、工法の変更)

ロエ期の延長 (用地交渉)

〔その他要因〕
E費用便益分析マニュアルの改定(R3年 1月 Xプラス側要因)

(間接被害額の中で精神的被害等に関する項目の追加【精神的被害額 :2.26億円/人】)

8

前回評価

(平成24年度 )

今回評価

(令和3年度 )

残事業 2.92=11.33億 円/3.89億円

全事業 2.33=3.50億 円/1.50億 円 2.46= 10.91億円/4143億円



7.対応方針 (原案 )

・ 保全対象(人家14戸 )の重要性、災害時の地域経済への影響を

考慮した上でも事業継続の必要性がある。

・ 用地進捗率は30%であるが、交渉に時間を要した土地につい

ても解決見込みであるため、今後、早期に整備効果発現の見

込みがある。

・ 地元からの要望により開始した事業であり、地元としても早期

完成を望んでいる。

・ 事業費の増額及び工期の延長はあるものの、費用対効果が十

分見込まれる。

対応方針

(原案 )

9

事業継続



土地区画 理事業の再評価項目調書

都市名 時津町施行地区名 時津中央第2

時津町 施行面積 20.3h a施行者

再評価の実施理由 再評価後変更

特になし
未着工或いは事業が

長期化している理由

事業目的

本地区は、時津町の「まちの核」の二端を担う地区として、都市機

能の強化が求められているが、道路等の公共施設の整備が無秩序な市

街化の進展に追い付かずt加 えて、近接する国道の混雑を避けた通過

交通が狭除な生活道路に入り込むことで、住環境の悪化が問題となっ

ている。                        !
そのため本事業により都市基盤や市街地環境を改善することで、住

環境の悪化を防止し、公共の福祉の増進に寄与することを目的として

いるむ

事

業

内

容

整 備 され る主 な

公共施設

建物移転

公園 :0

平均減歩率

施行面積

宅地造成

道路 :6

20.3 ha

13. 9 ha

860m

315戸

6 ha

24.23%

若[市計画決定年度 平成 12年度事業採択年度 平成 13 年度

施行期間 総事業費 補助事業費 (基本事業費)

当初 H13年度～H27年度 12,621百 万円 4,738百万円

15,504百 万円 8,000百万円

事

業

計

画 最新 H13年度れRll年度

総事業費べニス 11,982百万円

進捗率 77.3%

補助事業費ベース6,418百 万円

進捗率 80.2%

既投資

事業費

事

業

進

捗 減価買収率 …% 仮換地指定率 73% 使用収益開始率 340/0 建物移転率 79%

現在の施行事業

内容等

仮換地指定、建物移転補償、宅地造成、都市計画道路及び区画道

路築造

事

業

の

進

捗

状

況

事業に対する地

元の理解 日協力

の状況

平成 22年の着工以降、これまで事業が順調に進展してきている

一方で、地権者の高齢化が進んでいることから、一刻も早い事業

完了を望も`声が強くなつている。

当該事業の上位計画 B第 6次時津町総合計画

E時津町都市計画マスタニプラン

ロ時津町立地適正化計画

関連プロジェク トの状況 特になし

関連事業の整備状況 特になし

社

会

情

勢

な

ど

の

変
社会経済情勢の変化 日土地需要の増加

・地権者の高齢化



化 自然環境条件の変化 特になし

その他 特になし

費

用

便

益

分

析

費用便益分析を行う理由 費用便益分析を行い、当事業の有用性を確認するため

区画整理B/C B/C=1.04(令和 2年度) B/C=1.01 (現 行)

現在の総使益

地区内使益

周辺含む便益

173.1億円

55.0億 円

173.1億円

現在の総費用

事業費

維持管理費

用地費

171.7億円

154.6億円

0.2億円

16.9億 円

基準年

令和 2年度

コ

ス

ト

縮

減

等

検

討

コス ト縮減方策 町有地を活用し、移転補償費の削減を図る。

代替案の検討

その他検討事項

代替え案の可能性はない。

特になし

資

金

計

画

保留地処分の見通 し 保留地なし



令和3年度 第 1回
長崎県

′ム`共事業評価監視委員会

再評価対象事業

至長与町

国道207号
至佐世保市

イオン時津店

時津町役場

206

時津中央第2土地区画整理事業

行面積 20.3ha
至長崎市

住宅―司 長崎都市計画事業

時津中央第2土地区画整理事業

事業主体 時津町

再評価
の理由

再評価後変更

1.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

(億円)

B/C 概要

着 工 完 了

当初

(H13新規 )

H13 H25 126.2 4.55
※街路B/C

施行面積    18.9ha

第2回審議

(H22)

事業採択後
10年経過

H13 H2フ 126.2 3.3フ

※街路B/C

施行面積

宅地造成

道路築造

公園 3箇所

建物不多転

20.3ha
A=13,9ha
L=6′860m
A=0.6ha
N=301戸

第3回審議

(H27)

再評価後
5年経過

H13 H41 126.2 1,05
※区画整理B/C

施行面積

宅地造成

道路築造

公園 3箇所
建物移転

20 3h a
A=13 9h a
L=6′ 860m
A=0.6ha
N=306戸

第4回審議

(R2)
再評価後
5年経過

H13 Rll 138,4 1.04
※区画整理B/C

施行面積

宅地造成

這路築造

公園 3箇所

建物移転

20,3ha
A=13.9ha
L=6′860m
A=0.6h a
N=315戸

第5回審議

(R3)
再評価後変更 H13 Rll 155.0 1.01

※区画整理B/C

施行面積

宅地造成

道路築造

公園 3箇所
建物移転

20,3ha
A=13.9ha
L=6′ 860m
A=0.6ha
N=315戸



2.目 白勺・事業概要日これまでの経締

◆目的

時津町の「まちの核」の一端を担う本地区において、都市基盤や市街地環境を改善することで、
住環境の悪化を防止し、公共の福祉の増進に寄与することを目的としている。

長崎都市計画事兵 時津中央第2土地区固整理事桑 設 計 囲

◆事業概要
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路

園

道

公

時津町役場

平均減歩率 24.230/o

▼事業経過

平成12年 都市計画決定

平成17年 都市計画決定

平成22年 第1回仮換地指定通知

平成22年 移転補償 H工事着手

一一一一・一一一一一一一̈3

3.事業の効果田必要性

◆歩行者の安全確保

国道206号及び国道207号からの通過交通が地
区内の生活道路に流入し、歩行者の安全が確
保されていないため、歩車分離等の対策を図る
必要がある。

至国道207号

時津町役場

◆緊急車両の通行

地区内には緊急車両の通行できない狭陰な道路
が点在しており、迅速な救急防災活動が実施でき
ないため、救急防災活動の妨げとなる道路の解消
を図る必要がある。

至国道206号

元村地区

ピーク時約800台 /時



4.事業の進捗状況 (直近の供用開始予定 )

◆令和3年度に(都 )冬切線と(都)西時津左底線の接続を行う。

(都 )冬切線 片側 1車線 幅員12m
車道  7m  歩道  5m
国道207号と接続

時津町役場

(都 )西時津左底線 片側1車線 幅員18m

至国道207号 lk

車道  10m  歩道  8m
国道206号と接続

上記2路線の接続により、元村地区の生活道路 tr

に流入していた通過交通を都市計画道路へ誘導・
して住環境の改善と歩車分離、児童生徒の通学 ~
環境向上を図る。

至国道206号

5

供用開始後イメニジ

(著I`)塞,t刀 絹諏区画整理地区内)

(都 )西時津左底線 (区画整理地区内)

強

5.コスト縮減田代替案立案の可能性

◆町有地等の活用

造成済みの町仮換地と、これから移転する地権者の仮換地を交換し、

移転方法を直接移転とすることで、仮住居費用等の移転補償費の削減

を図つてし|ると
     と|っ越し           弓|つ越し

合 ⇒ 金 ⇒ 合

合 →

現住居→アパート等での仮住まい・新住居の建築→新住居

31つ越し

現住居 → 現住居に住みながら新住居の建築 |→ 新住居



6.事業の投資効果

◆ 費用対効果 (B/C)※ 区画整理B/Cによる

〔費用※全事業〕
・事業費154.6億円 維持管理費0.2億円 用地費169億円

〔便益※全事業〕
・173,1億円(周辺含む)※地区内便益55,0億円

〔プラス要因〕
・地価の上昇

〔マイナス要因〕
・労務費や資機材等の価格上昇による事業費の増

◆ B/Cでは計測できない効果
。人口の流入

◆時津町の「まちの核」の一端を担う地区の、都市基盤や市街地環境を改善することで、
住環境の悪化を防止し、公共の福祉の増進に寄与することを目的とした事業である。

◆令和2年度末の事業進捗率は77.3%t仮換地指定率は73.5%である。

◆地元地権者からは事業の早期完了を強く望まれているも

◆事業効率化に大きく寄与する新たなコスト縮減は見込めず、また一部の道路、仮換地
は使用収益を開始しており、代替案の可能性はない。

▼事業費が増加しているものの、人口の流入があり、投資効率性が認められると

対応方針

(原案 )

7

項 目
前回評価

(令和2年度 )

今回評価

(令和3年度)

残事業 1.19=42.7億円/35.9億円 1.03=37.6億 円/36.5億 円

全事業 1.04=¬ 57.9億 円/152.1億 円 1.01=173.1億 円/171,7億 円



土地区画整理事業の再評価項目調書

施行地区名 西ノ原 都市名 波佐見町

施行者 波佐見町 施行面積 16.6ha

再評価の実施理由 再評価後変更

未着工或いは事業が

長期化している理由

事業着手時において、地元関係者の合意形成に時間を要 したこ

とや、近年の社会情勢の変化により町の財政が悪化 し、資金不足

が常態化 していることが主な要因である。

事

業

内

容

事業目的

本地区は町の中心部に位置 しており、町の発展の一翼を担うセラミ

ックゾーンの一角にあるが、公共用地の不足や地形的な閉塞性から雑

然とした印象を与える町並みとなつている。さらに、都市計画道路 波

佐見中央線 (主要地方道佐世保嬉野線)は、車道 L歩道共に幅員が狭

く、見通 しが悪いカーブ区間が存在するため交通事故が多発している。

本事業は、危険道路の解消をはじめ、市街地の再生及び産業基盤の

確立を図るために、各種公共施設の整備、商業施設を中心に据えた既

存工業施設 口住居との調和のとれた一体的な整備拡充を目指 し、公共

福祉の増進に寄与することを目的としている。

整 備 され る主 な

公共施設

都市計画道路 延長 L=1,389.2m 幅員卜 16m～ 20m

区画道路   延長 L=2,423.Om 幅員性6m～ 10m

特殊道路   延長 L=170.5m  幅員 W=4m(階段路を含む)

都市下水路  延長 L=749.5m  幅員性3m

公園・緑地  面積 A=7,447.9席 (街区公園 2箇所、緑地 2箇所 )

事

業

の

進

捗

状

況

事業採択年度 平成 8年度 都市計画決定年度 平成7年度

事

業

計

画

施行期間 総事業費 補助事業費 (基本事業費)

当初 H9年度～H17年度 6,982百 万円 3,700百 万円

最新 H9年度～R3年度 6,489百万円 5,394百 万円

事

業

進

捗

既投資

事業費

総事業費ベース 2,039百万円

進捗率 31.4%

補助事業費ベース1,892百万円

進捗率 35,10/0

減価買収率 ―% 仮換地指定率 37.10/0 使用収益開始率 15.90/0 建物移転率 25.00/0

現在の施行事業

内容等

近年、波佐見中央線及び西ノ原環状線沿いの街区において、道

路整備にかかる建物移転補償を行つており、供用開始に向けた宅

地造成と道路築造工事が進行中である。

事業に対す る地

元の理解 日協力

の状況

地元は、事業着手当時から現在においても見通しの悪いカーブ

がある波佐見中央線と西ノ原環状線の早期完成を強く望んでい

る。事業の長期化により、地元地権者の理解や協力は若干低下し

ている状況。



社

△

=
情

勢

な

ど

の

変

化

当該事業の上位計画 日波佐見都市計画区域マスタープラン (H27.12改訂 )

日第 5次波佐見町総合計画 (H25年 策定)

・第 10次波佐見町基本計画 (H30年 策定)

関連プロジェク トの状況 波佐見町公共下水道事業

関連事業の整備状況 関連事業として同時に整備進行 した、主要地方道佐

世保嬉野線のバイパスである波佐見縦貫線及びやきも

の公園が完成 した。現在は、公共下水道が当事業の進

捗に沿つて実施されている。

社会経済情勢の変化 当地区にある歴史的建造物や旧製陶所をリノベーシ

ョンしたカフェ等が注目されており、県内外からの観

光客が増加 している。

自然環境条件の変化 特になし

その他 特になし

費

用

便

益

分

析

費用便益分析を行う理由 費用便益分析を行い、当事業の有用性を確認するため

土地区画整理事業整備効果(B/C) B/C=1.02(全事業)B/C=1.02(残 事業)

(1)事業全体

総便益 7,700百万円

総費用 7,516百 万円

(2)残 事業

総便益 4,086百 万円

総費用 4,071百万円

基準年

令和 2年度

コ

ス

卜

縮

減

等

検

討

コス ト縮減方策 区域内の発生上を区域内の造成に流用 しコス ト縮減を図る。

代替案の検討

公共施設と宅地を面的に整備する事業手法であり、安全 口安心・

快適な環境を創出すること、地場産業である陶磁器産業の振興や定

住人口と交流人口の拡大を図る点では、波及効果が見込まれるため

代替案の検討は行つていない。

その他検討事項 特になし

資

金

計

画

保留地処分の見通 し 保留地は、約 11,360浦 、処分単価 41,000円 /浦を予

定している。

街区内の宅地造成や周辺道路の整備が完成次第、随時処分を実施

する予定である。今後も整備が終了した箇所から処分を実施する予

定である。



令不日3年度 第 1

長崎県企共事業評価監視委員会

□

土地区画整理事業
西ノ原土地区画整理事業

住宅-2

再評価後変更

事業主体 波佐見町

再評価
の理由

再評価対象事業

ー―

イ
栗
　
´

生

1.審議経過

区域面積 A=16.6ha建物移転 N=125戸
宅地造成 A=1 116ha道路築造 L=3′ 890.8m
公園・緑地 A=0 6ha

H8 H17 69,8 1,64

1.64
区域面積 A=16.6ha建物移転 N=129戸
宅地造成 A=11.4ha道路築造L=3′ 971,8m
公園 `緑地 A=0.7ha

事業採択後
10年経過

H8 H2フ 69.8

H2フ 6フ .フ 1,64
区域面積 A=16.6ha建物移転 N=133戸
宅地造成 A=11,4ha道路築造 L=3′ 971.8m
公園・緑地 A=0.7ha

再評イ面後
5年経過

H8

区域面積 A=16.6ha建物移転 N=133戸
宅地造成 A=11.6ha道路築造L=3′ 980.lm
公園・緑地 A=0,7ha

再評価後
5年経過

H8 R3 64.2 1.02

1.02

区域面積 A=16.6ha
建物移転 N=132戸
宅地造成  A=11.6ha
道路築造  L=3′ 987.7m
公園・緑地 A=0.7ha

再評イ面後
5年経過

H8 R3 64.9

64.9 1.02

区域面積 A=16.6ha
建物移転 N=132戸
宅地造成  A=11.6ha
進釣砦野載当 L=3′987,7m
公隠l・ 緑地  A=0,7ha

再評価後
変更

H8 R13

2



2.目 白勺・事業概要 Bこれまでの経緯

◆ 目的

西ノ原地区は町の中心部に位置し、
今後の町の発展の一翼を担うセラ
ミックゾーンの一角にあるが、狭除な
道路に住宅が張り付いており地形的
な閉塞性から雑然とした町並みと
なっている。そのため土地区画整理
事業により良好な住宅地を整備する
とともに、計画区域内にある商店街
や町の基幹産業である窯業関連施
設の調和がとれた一体的なまちづく
りの推進を図ることを目的としている。

◆ 事業概要

区 域 面 積 A=16.6ha

建 物 移 転 N=132F

宅 地 造 成 A=11.6ha

道 路 築 造 L=3,987.7m

公 園 日緑 地 A峯 0.フ ha

波佐見都市計画事業西ノ1薫土地区回建理事業

単設 計 図 匈J ttl

◆ 事業経過

平成 7年生2月 12日 都市計画決定

平成 9年 9月 5日 事業計画決定

平成11年 8月 本工事着工

3

S.事束の効果中必要性

(道路の安全確保〉
波佐見中央線の見通しが悪いS字カーブで、過去に数件死亡事故が発生

しており、大型車両の離合が困難な状況である。

発 多斜 理 琢な電    為 鉢
により道路交通の安全を確保する必要がある。

冠水状況写真

離合状況F其

西ノ原工房

「■
一
●

離合状況写真 冠水状況写真

(浸水被害の軽減 )
従前より地形的に雨水が集まりやすい地区であり、近年

多発する豪雨により既存の側溝では排水が間に合わず、
ここ数年道路冠水が発生しているため、浸水被害の軽減
を図るために雨水対策を詰じる必要がある。

4



4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

【完了工期】R3(現在)→R13(予定)

町有地と個人の換地を入れ替えるよう換地計画を修正し、移転先を

先行して造成し移転が円滑に進むよう計画を見直しています。

また、単年度の資金計画を6億 円とし、令和刊0年度までに本工事を

終え、令和刊3年度までに清算期間を終了することを目標としています。

施 工 区 城

過 年 度 施 工 箇 所 中

令 和 3年度 施 工 笛 所

5

5.事業の投資効果

◆ 用対効果 (B/C)

〔費用〕
・道路整備に要する事業費 (工事費、補償費等)、 道路維持管理に要する費用

〔便益〕
・ 土地区画整理事業が行われた場合と行われなかつた場合の地価の差

〔プラス要因〕
・地価下落率の鈍化

〔マイナス要因〕
・事業費の増(工事費及び補償費の増)

〔その他の要因〕
・費用便益分析マニュアルの改定(マイナス側要因)

(道路事業での費用対効果 B/C=1.62)

◆ B/Cでは計測できない効果
・土地区画整理事業による新しい街並みを検討する地元地権者による協議会の設立 (街づくりに対する地元の熱意 )

・宅地の分譲による定住人口の増加や交通事故の減少による事業効果が見込まれる。

6

項 目
前回評価

(令和2年度)

今回評価

(令和3年度)

1.00=40.86億円/40.71億 円残事業 1.00=40,76億円/40.61億 円

全事業 1.02=73.88億円/72.75億 円 1.02=77.00億円/75.16億 円



6.対応方針 (原案 )

◆ 事業進捗率は事業費ベースで約3¬ .4%[20.4億円/64.9億 円](令和2年度末)であり、
仮換地指定率は約37.10/0と なつている。

◆ 地元の地権者からは早期完成が望まれている。

◆ 区域内の発生上を区域内の造成に流用しコスト縮減を図る。代替案の可能性はない。

対応方針

(原案)

7

継続



住宅市街地総合整備事業 (旧密集住宅市街地整備促進事業)の再評価リスト

事
業
を
巡
る
社
会
経
済
情
勢
等
の
変
化

事業の投

資効果

事  業  名 住宅市街地総合整備事業 (稲佐・ 朝日地区) 所在地 長崎市B署町地内他

施  工  者 長崎市 採 択 年 度 平成 10年度 完成予定年度 令不□8年度

全 体 事 業 費

(う ち 国 費 )

4,581百万円

(2,168百万円)

投資済み事業費

(内 国 費 )

1,657百万円 (進捗率36%)
(816百万円)

事  業  の 白匂

・老朽住宅の密集、公共施設の不足などにより、居住環境の整備及び良質な住

宅の供給が嚇要と認められる斜面市街地 (稲佐・ 朝日地区)において、住宅事

情の改善、居住環境の整備、老朽住宅の建替促進、
ノム`共施設 (生活道路、

′ム`園

等)の整備を行うことにより(住環境を向上させることを目的とする。

事 業 に対 す る

地  元  の

理解・協力の状況

・ 事業開始に先立って、平成 6年に地元連合自治会、商店連合会の役員と地区

整備に関する協議、現地調査を実施した。            I
・ 平成 8年には稲佐・ 朝日地区まちづくり協議会が発足し、地元住民の直接的

な意見の交換が行われ、平成 ‖O年度の密集住宅市街地整備促進事業大臣承認

後も、協議会を中山とした協議、勉強会、先進地への視察等の活動を継続的に

行つている。
。このように、事業開始前より、まちづくりや本事業目的の認識も高く、また

住民主体のまちづくりに積極的に取組んでおり、事業推進のための理解・協力

は十分なものである。

当 該 事 業

の 上 位 計 画

・長崎市住環境整備方針 (平成2年度、第 2次方針二平成 13年度)で斜面市

街地重点整備地区に位置付けられている。

・ 防災再開発促進地区 (平成 13年度)に指定されている。

・ 長崎市都市再開発方針 (平成 11年度)で再整備促進地区に位置付けられて

いる。

関連プロジェ

ク トの 状 況

・ 特になし

関 連 事 業 の

整 備 状 況

・特になし

社会経済状況

の  変  化

・ 平成 27年ア〕`ら令和 2年の 5年間で、人□は 10%減、世帯数は 7%減、高

齢化率は 3%増している。

・本市中,M市街地の傾向と同じく、土地価格の減少が続いている。

自然環境条件

の  変  化

。本事業地区及び周辺地功では、土地利用の大きな変化や、大規模な造成等は

なく、自然環境条件の変化はほとんど見られない。         )
・本地区は、稲佐近隣公園、稲佐公園、稲佐国際墓地等も含まれており、良好

な自然環境の保全に努めている。

費 用 対 効 果
B/C=1.10
B/C'=1.36

事
業
の
進
捗
】犬
況

事    業

の 進 捗 状 況

平成 6年度 :住環境整備誘導計画策定調査

平成 9年度 :稲佐・ 朝日地К整備計画・事業計画策定調査

平成 11年度以降 :稲佐・ 朝日地医建替促進事業計画作成

平成 13年度 :市道]署町稲佐町 4号線実施設計、8署町中道地区共同建替え計画

策定調査   ―

平成 14年度以降 :市道B署町稲佐町 4号線整備工事

平成 16年度 :市道 8署町 17号線実施設計

平成 17年度 :朝 日地区生活道路ラ備設計

平成 23年度 IB署町中道地区共同建替え工事 (11戸 )

事業の進

捗の見込

み

事 業 の 進 捗

の 見 込 み

・生活道路 (市道8署町稲佐町 4号線、市道8署町 17号線)については、令不□2
年度までに約 510m供用開始している。残りの末整備区間については、用地交

渉等を進めており、早期完成に努めたい。
・ 8署町中道地区の共同建替事業については平成23年度に完成している。

・朝日地区の生活道路は、早期香手に向けて地元関係者と協議を進めている。

コス ト縮

減や代替

案立案等

コ  ス  ト

縮 減 方 策

。事業推進の効率化等による事業期間の短縮を図る。

・生活道路等
′△`共施設の路線設計、施工計画において、建設コス トの縮減に努

める。

代替案の検討 ・現段階で、代替案はない。



令和 3年度 第 1回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業 拇荘

．
一

`薄鳴 。
…計画対象箇所
(稲佐′ 日地区 )

水の消地区

暉

岩瀬道・立

住宅市街地総合整備事業

(稲佐・朝日地区)

住宅-3

事業
主体

長崎市

再評価後10年経過再評価
の理由

刊.審議経過

審議経過
再評価の

理由

工期 事業買

(億円)
B/C 概要

着工 完了

第 1回審議

(H19年度)

事業採択後
10年経過

H10 H23 47,0 1.41
【当初評価からの変更概要】

用地取得手続き難航による工期延長

第 2回審議

(H24年度)

再言詔西後5年

経過
H10 H28 46,5 1.10

【当初評価からの変更概要】
用地取得手続き難航による工期延長

H28年度 :整備計画、事業計画の提出による事業期間の延長 (R3まで)

第 3回審議

(R3年度 :今
回)

再評価後10
年経過

H10 R8 46.5 1.11

【前回評価からの変更概要】
用地取得手続き難航による工期延長

2



2.目 的“事業概要・これ蔽での経緯

◆目的

老朽住宅の密集、公共施設の不
足等により、居住環境の整備及び
良質な住宅の必要と認められる斜
面市街地において、住宅事情の改
善、居住環境の整備、老朽住宅の
建て替えの促進等、公共施設の
整備を行い住みよいまちにしてい
く 。

◆事業概要
道路延長 L=1,110m

小公園 (2箇所 ) A〓7,100∬

老朽建築物等の
除却

124棟

建替促進 188′ヨ

▼事業経過

整備計画区域図 ロ

回

…
中

‐

整備計画地区

重点整備地区

道路整備 (整備済 )

道路整備 (整備中)

広場・公国の整備 (整備済 )

広場・公園の整備 (整備中)

コミュニティ住宅 (整備済 )購

事業進捗率 58%(事業費ベース)

用地進捗率 58%(面積ベース)

平成10年度 整備計画大臣承認

平成12年度 事業計画大臣同意

平成13年度 道路用地買収開始

平成14年度 生活道路整備工事着手

3.事業の効果日必要性

口 整備計画地区

回 重点整備地区

稲佐近隣公園

当地区は、浦上川を挟んで長崎駅と対面する位

置にあり、東西にわたる高低差が100mもある斜

面に老朽住宅が密集し、火災等災害時に延焼の

危険性が高い状況にある。したがって、本事業に

より生活道路の整備や住宅の建替え促進が求め

られる。
丸尾

中学校

朝日

小学校



口 整備計画地区

口 重点整備地区

稲佐近隣公園

朝日地区は、高低差がある谷部に老朽住宅が密

集し、火災等災害時に延焼の危険性が高い状況

にあり、生活道路の整備や住宅の建替え促進が

求められるが、用地交渉の難航により、道路線形

の見直しや事業の在り方について検討を行い防

災性の向上を図る。

丸 尾

中学校

朝 日

小学校

3事 業の効果・必要性

4事 業の進捗状況 (事業期間の見直し)

【完了工期】R3(現在)→ R8(変更)

【稲佐地区】
・用地未買収地において、補償の不満

等の解決に時間を要している。
・今後は、地権者への交渉を引き続き

行い、道路線形の一部見直しの検討を
行い事業の進捗を図る。

【朝日地区】
・道路線形の見直しや事業の在り方に
ついて検討を行い事業の進捗を図る。

3



5.事業の投資効果

◆

〔費用〕
・道路改良費(工事費、用地費)、 道路維持管理に要する費用
〔便益〕
・公共施設整備による住環境の向上、コミュニティ住宅・建替促進を実施する敷地内における便益、
建築物の防災性の向上による便益

〔プラス要因〕
・路線価の上昇による公共施設整備による住環境向上効果の向上
〔マイナス要因〕
・事業期間の長期化による維持管理資の増加            .

7

項 目
前回評価

(平 成24年度)

今回評価

(令和3年度)

残事業 136=798億 円/480億 円 130=79.0億 円/606億 円

全事業 1 10=798億 円/590億 円 刊 11=790億 円/7刊 刊億円

6対 応方針 (原案 )

◆ 斜面市街地の道路が整備されることにより、防災環境の改善及び利便性の向上が
図られる。

◆ 事業進捗率は令和2年度末で約58%(事業費ベース)で、用地進捗率は約58%と
なつている。

◆ 平成8年度にまちづくり協議会が発足し、活動を継続的に行われており、まちづくりや
事業目的の認識も高く、事業促進のための理解・協力は十分である。

◆ 令和2年度までに生活道路のうち刊路線は計画延長の約91%が整備され、残りの未
整備区間については、地権者への交渉を引き続き行うとともに、道路線形の一部見
直しも検討し、事業の進捗を図る。

◆ 生活道路のうち1路線は約91%が完了しており、現段階での代替案の可能性はな
い。もう1路線について代替案を検討中である。

対応方針
(原案)

4



住宅市街地総合整備事業 (旧密集住宅市街地整備促進事業)の再評価リス ト

事
業
を
巡
る
社
会
経
済
情
勢
等
の
変
化

事業の投

資効果

事
業
の
進
捗
状
況

事  業  名 住宅市街地総合整備事業 (江平地区) 所在地 長崎市江平 1丁目他

施  工  者 長崎市 採 択 年 度 平成9年度 完成ラ定年度 令和8年度

全 体 事 業 費

(う ち 国費 )

6,260百万円

(3,115百万円)

投資済み事業費

(内 国 費 )

4,司 60百万円 (進捗率 66.5%)
(1,910百万円)

事  業 Iの 白匂

・老朽住宅の密集、′ム`其施設の不足などにより、居住環境の整備及び良質な住宅の供

給が跡要と認められる斜面市街地 (江平地区)において、住宅事情の改善、居住環

境の整備、老朽住宅の建替促進、公共施設 (生活道路、′ム`園等)の整備を行うこと

により、住環境を向上させることを目的とする:

事 業 に対 す る

地  元 |の
理解。協力の状況

。事業開始に先立って、平成4年から自治会を中′bに地元でまちづくりに関する懇談

会、勉強会が開催され、「住み続けられるまちづくり」への積極的な取り組みが女台ま

った。
。平成9年 2月 には江平地区まちづくり協議会が発足し、地元住民の直接的な意見の

交換が行われ、平成9年の江平地区密集住宅市街地整備促進事業大臣承認後も、協

議会を中心とした協議、勉強会、先進地視察、まちづくりニュァスの発行等の活動

を継続的に行つている。
。このように、事業開始前より、まちづくりや本事業目的の認識も高く、また住民主

体のまちづくりに積極的に取組んでおり、事業推進のための理解 。協力は十分なも

のである。

当 該 事 業

の 上 位 計 画

。長崎市住環境整備方針 (平成2年度、第 2次方針下平成 13年度)で斜面市街地重

点整備地区に位置はけられている。

・ 日方災再開発促進地区 (平成 18年度)に指定されている。

・長臆市都市再開発方針 (平成 11年度)で再整備促進地区に位置付けられている。

関連プロジェ

ク トの 状 況

。地区幹線道路であり、長崎市中,b部 の混雑解消対策の重要な幹線道路として市道江

平浜平線の整備を実施 している。

関 連 事 業 の

整 備 状 況

。市道江平浜平線整備事業 (W=10mく L=2,260m)

社会経済状況

の  変  化

・ 平成27年から令和 2年の 5年間で人□は 10%減、世帯は 7%減である。一方、

令和 2年の高齢化率は6増 している。

・ 本市中心市街地の傾向と同じく、土地価格の減少が続しヽている。

自然環境条件

の  変  化

・地区中央部の斜面緑地において、県により急lヒ頁斜地崩壊危険イ固所の[ノ芭災工事が実施

され、斜面緑地の保全活用が図られている。
・河川については、上流部で蛍の生息も見られ、幹線道路の整備と合わせて、F方災性

の向上と良好な環境の保全に努めている。
l    i

費 用 対 効 果 B/C=1.OO

事    業

の 進 捗 状 況

平成5年度 :西浦土地区住環境整備誘導計画策定調査

平成8年度 :江平地区整備計画 。事業計画作成調査

平成 10～ 13年度 :江平地区建替促進事業計画作成

平成 11年度 :生活道路 (江平 11号線)実施設計              i
平成 12年度 :コ ミュ三ティ住宅実施設計 平成 13年度 :建設工事

平成 14年度 :コ ミュニティ住宅完成 (10戸 )

平成 15年度 :江平公園 (A=011 4ha)、 江平 12号線 (W=4m、 L=80m)完成

平成 17年度 :江平 11号線建設I事 (W=5m、 L=250m)着手

江平浜平線を関連公共施設整備に追加

平成 20年度 :江平 11号線 (Lと250m)・ 江平浜平線 (L=160m)の一部供用開始

平成 27年度 :江平 11号線完成

事業の進

捗の見込

み

事 業 の 進 捗

の 見 込 み

。コミュニティ住宅、江平公園、江平 12号線は、完成供用済。
。江平 11号線 lよ、概ね用地取得〔整備が進んでおりヽ未整備区間約 100mにつしヽて

も鋭意交渉中であり早期完成に努めている。

・江平浜平線は、江平恨」の下部供用開始により地区の利便性向上に大きく寄与してい

る。未整備区間においても用地協力に向け粘り強く交渉を進めている

また、終点浜平側より用地取得、道路改良工事を進めており、山切り区間について

は概ね整備が進んでいる。

コス ト縮

減や代 替

案立案等

コ  ス  ト

縮 減 方 策

と事業推進の効率化等による夢業期間の短縮を図る。

・生活道路等
′ム`共施設の路線設計、施工計画において、建設コス トの縮減に努める。

代替案の検討 。現段階で、代替案はない。



令和 3年度 第 1回
長崎県

ノム`其事業評価監視委員会

再評価対象事業
Ｎ韮

〒ギ_許歯態 箇所
。
  lo 。 (江 区 )

I塩親騨
.

岩瀬道・立神地区o _
:q卒中学辱稗

翻
住宅-4 住宅市街地総合整備事業

(江平地区)

事業
主体

長崎市

房竃留 再評1面後10年経過

1.審議経過

審議経過
再評価の

理由

工期 事業費

(億円)
B/C 概要

着工 完了

第 1回審議

(H18年度)

事業採択後
10年経過

H9 H23 55.6 1.4フ
【当初評価からの変更概要】
・用地取得手続き難航による工期延長

第 2回審議

(H23年度)

再評価後5年

経過
H9 H28 55,6 1.06

【当初評価からの変更概要】
・用地取得手続き難航による工期延長

H28年度 :整備計画、事業計画の提出による事業期間の延長 (R3まで)

第 3回審議

(R3年度 :今
回)

再評価後10
年経過

H9 R8 62.6 1.00

【前回評価からの変更概要】
・用地取得手続き難航による工期延長
・労務賣や資機材等の価格上昇による

事業費増

2



2.目 的・事業概要・これまでの経緯

◆ 目的

老朽住宅の密集、公共施設の不足
等により、居住環境の整備及び良
質な住宅の必要と認められる斜面
市街地において、住宅事情の改善、
居住環境の整備、老朽住宅の建て

替えの促進等、公共施設の整備を
行い住みよいまちにしていく。

◆事業概要

▼事業経過

ど
′
|

//

＼`ぐ

計画 整備済

道路延長 L=857m 387m

小公園 (5箇所 ) A=2,700席 150nド

老朽建築物等の除却 29練 221慎

建替促進 21戸 10戸

関連公共施設 L=2,226m 840m

整備計画区域図

関連公共施設
(江平浜平線 )

整備計画地区

重点整備地区

道路整備 (整備済 )

道路整備 (未整備 )

広場・公園の整備 (整備済 )

広場・公園の整備 (未整備 )

コミュニティ住宅 (整備済 )

ロ

回

平成9年度 整備計画大臣承認

平成lo年度 事業計画大臣同意

平成13年度 道路用地買収開始

平成15年度 生活道路整備工事着手

「

3.目 的・事業概要・これまでの経緯

目的

市街地整備の一環として取り組んでいる「江平地区まちづくり」の骨格を成し、江平
地区の生活道路日防災道路として整備するとともに、市内の慢性的な交通混雑の解
消を図ることを目的とする。

975m

事業概要

日計画延長 :2,260m
B計画交通量 :2,410台

日幅員 :9.5～ 9.75m
B総事業費 :42.0億 円
!      |■

iritl

075 60 05 25

〔江モ旨司
・
ｆ
ｉ

●

一
●

∴
ギ

・
．
ｔ

，〓　
フ
ヽ
キ

これまでの経緯

平成11年度 :事業採択
平成18年度 :再評価委員会
平成23年度 :再評価委員会

市
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3.事業の効果・必要性

長崎大学

医学部

当地区は、平和公園や長崎大学医学部の周辺に

位置し、高低差が80mもある斜面に老朽住宅が

密集し、火災等災害時に延焼の危険性が高い状

況にある。したがつて、本事業により生活道路の

整備や住宅の建替え促進が求められる。

平
校

江
学

旧

中

坂本

小学校

牛活箱路

江平浜平線
口 整備計画地区

回 重点整備地区 5

4.事業の効果・必要性①

旧江平
中学校

止まり

坂本

小学校

行き止まり

江平地区 地区内の道路は、旧江平中学校に
至る幅員約3mのバス道路(青実線)

以外は、対面交通が不可、もしくは対
面交通しにくい幅員の狭い車道(青破

線)が4本あるのみでその内2本は行
き止まりである。また、地区外と行き来
ができる道路は1本しかなく、災害等で

その道路が塞がれた場合地区外に出
ることは不可能となり、非常に危険で

あるため、道路ネットワークの形成は
必要不可欠であると     |
また、当該道路は補助幹線道路であ

り、市内中心部の渋滞緩和に寄与す
るものである。

コ

滑



4.事業の進捗状況 (事業期間・内容の見直し)

【完了工期】R3(現在)→ R8(変更)

H用地買収に不測の日数を要している
ことから事業期間を延長する。

H着手している生活道路については完
了していることから、未着手箇所につ
いては地元と協議した結果、取りやめ
ることとしている。

・江平浜平線については、道路線形や
縦断勾配の一部見直しにより事業費
の縮減を図つた。

・事業進捗率 66.5%

5.事業の進捗状況 (事業内容の見直し)

it!

一部工事区間
L=320m

※一部未整備

未整備区間

L=400m
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単
！

整備済区間 L=480rYl

!.:ri・

一部工事区間 L=700m
整備済 区間

L=360m

道路線形や縦断勾配の一部見直し



5.事業の投資効果

◆ 費用対効果 (B/C)【 江平浜平線】

〔費用〕
.道路改良費 (工事費、用地費)、 道路維持管理に要する費用

〔便益〕
と走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益〔便益〕

〔マイナス要因〕
H事業期間の長期化による維持管理費の増加、及び工事費の増加 (労務費や資材単価の上昇)

〔プラス要因〕
Hなし

9

項 目
前回評価

(平成24年度 )

今回評価

(令和3年度 )

残事業 3‐ 23=54.3億 円/16.8億円 4.91=51.1億 円/10.4億円

全事業 1.59=‐ 54.3億円/34.1億円 1.00=51.1億 円/51,0億円

6.対応方針 (原案 )

◆ 費用便益は、全事業においては1,00、 残事業では4.91となる。

◆ 江平地区においては、地区内に至る道路が市道平和町江平線しかなく、その道路が

途絶すると地区外への避難や救急救命活動が出来なくなるといつた深刻な機能不全

を引き起こす恐れがあるため、江平地区と浜平側をつなぐ江平浜平線の整備は必要
不可欠である。

◆ 生活道路、公園等については、令和2年度までに着手しているものは整備が完了し

ており、未着手のものは用地交渉が難航し、事業が長期化することから取りやめる。

なお、代替案として、ささえあいマップの作成、車みち整備事業や老朽危険空家除却
事業等、ソウトEハード両面から別途事業により住環境改善を図ることとする。

◆ 市道江平浜平線については、労務費や資材単価の上昇により工事費が増となるもの

の、未整備区間の道路線形や縦断勾酉己の見直しにより、工事費の縮減を図うており

見直し継続するむ

対応方針

(原案)

見直し継続
10



市街地再開発事業等の再評価

酔孵 毎襦 鵠 対

地 区 名 新大工町地区 1国庫補助採択年度 1平成26年度

事業概要 事業目的 :都市における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の

更新を図るもの。

事業種別 :市街地再開発事業

施 行 者 :新大工町地区市街地再開発組合

地区面積 :0.72ha

事業期間 :平成 29年度～令和 4年度

主な整備内容 :

[F途
:商業施設、

す

務施設、年宅、駐車場     i     ]

I.事業の必要性等

1.′ 事業を巡る社

会経済情勢の変化 Э事業の変更、休止又は中止につながるような変化の有無
a. 有 (  )※

※ よ.の括弧内には、以下の選択肢から選んで記入すること。

1)社会経済情勢の変化

周辺の人口、商業、経済等の動向等
2)地区の状況の変化

土地の利用状況 (防災街区整備事業にあつては、特定防災機能の

状況)、 計画されている公共施設整備の緊急性等

3)上位計画の変更

市町村の総合計画 (都市計画マスタープラン、防災街区整備計画

にあっては地域防災計画等)、 都市再開発方針 (防災街区整備事業

にあっては、防災街区整備方針)等の変更

4)関連する他事業の進与′歩

「
Ｉ
Ｊ

2,事業の投資効果 ⑦B/C=(当初)1.58 (変更)1.52

②施設規模、内容、費用の大幅な変更

挙富逸↓寺監理費が上昇したため、便益が減となった。

(便益=総収入二総支出 〔維持管理費〕)

従前資産評価額の確定に伴い、用地費及び建物買収費が増となっ

b.無

③その他費用対効果分析に影響を与える要因の変化

9301峯度に費用イ更益分本斤マ三ニュアルが己女言丁され、 1更益が土曽カロ
した。

b.無

ｆ

ｌ

ｌ

Ｌ ]
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3.事業の進捗状況 O過去 10年間の市街地再開発事業等の事業費及び国庫補助金の推移等
・過去 10年間の事業費及び国庫補助金の推移  (単位 :百万円)

年 度 H26 H27 H28 H29 ‖30

事業費 47 329 52 473 1,497

うち回庫補助金 2 95 92 334

年 度 Rl R2 R R R

事業費 2,449 31068

うち国庫補助金 596 803

。これまでの進捗率 :45.5%(7,920/17,400)

②都市計画決定等の時期
・都市計画決定  :平成
。事業計画決定  :平成
・権利変換計画決定 :平成
・建築工事着工  :令和
・建築工事完了  :令和
・公共施設整備完了 :令和

27年 7月

30年 1月

31年 3月

元年 9月

2年 11月

年  月

(変更 H28.9)

(変更 H30.12、 R3.3)

(変更 Rl.12、 R2.9)

(南街 区 )

‖.事業の進捗の見込み

今後の進捗の見通し ①今後の事業スケジュール
・都市計画決定   :令 和  年  月
・事業計画決定   :令 和  年  月
・権利変換計画決定 :令和  年  月
・建築工事着工   :令 和  年  月
。建築工事完了   :令 和 4年 10月
・公共施設整備完了 :令和  年  月

②事業の実施のめど、進捗の見通し

a.こ れまで計画通り進捗してきた

al.今後も計画通り進捗する予定

a2.今後の進捗のめどがたたない

[原
因            .

画より遅れている

改善案により遅れを取り戻す予定

改

[堆環号型雫て盈依¥T霙岳i雇講乙瓦給五/力
~工挙に変童。  ].b2.進

宇′歩のめどがたたない

[原
甲
                           ]

〈参考 :当該事業と一体的に施行する事業がある場合その進捗状況〉
主体的に施行する事業名 :新大工歩道橋整備事業)

画通 り進捗している        ′

画より遅れている

[原
因

ヒ街区(J )

計
「
Ｉ
Ｊ



1.コス ト縮減方策

の検討、実施状況

コス ト縮減方策の検討、実施状況

[
可能な限リコス ト縮減を図る。 「

Ｉ
Ｊ

2.事業目的を達成

しうる代替案の検討

行案によることが有効

代替案によることが有効

bl.他事業、他手法の導入による代替案

[
内容

３

　

３
b2.計画の変更による代替案

[
内容

lll.コ ス ト縮減や代替案立案等の可能性の視点に関する検討

IV.資金計画

※市街地再開発事業等とは、市街地再開発事業、住宅街区整備事業、防災街区整備事業 (都市・地域整備局

所管)及び地区再開発事業とする。  「

※暮らし・にぎわい再生事業も同様

1.保留床の処分見込み 画通 り処分できる

計画通 り処分できない

bl.!改善案により処分できる予定

[
改善案

３

　

３
bと 改善案でも処分のめどがたたない

[
原 因

2.資金調達の見込み れまで計画通り調達できた

も計画通り調達できる予定

a2.今後の調達のめどがたたない

[
原 因

３

　

　

３

　

ヨ

b.計画通り調達できない

bl.改善案により調達できる予定

[
改善案

b2.調達のめどがたたない

原 因



令和 3年度 第 1

長崎県′ム`共事業評価監視委員会

□

再評価対象事業

住宅二5
市街地再開発事業

新大工町地区

事業

主体
長崎市

再評価後の変更
再評価

の理由
住宅 5

市街地再開発事業 新大工町地区

1

1.審議経過

審議経過 再評価の理由

工堀
事業費

(億円)

B/C 概要

着エ 完 了

当初

(H26新規)

H27 H30 1151 166

施行地区の規模 約0 72ha

延べ床面積 約44,500浦

店舗 約11,000活

集合住宅 約23,000ド (150戸 )

駐車場 341台

(北街区77台 ,南街区264台 )

第1回審議
(H29再評価)

社会経済情勢等
の変化

H29 H33 1628 158

施行地区の規模 約0 72ha

延べ床面積 約46,100言

店舗 約7,200浦

集合住宅 約23,000席 (230戸 )

業務施設 約2,000活

駐車場 315台

(北街区103台 ,南街区212台 )

第2回審議
(R3今回)

再評価後
の変更

H29 R4 174.0 152

施行地区の規模 約0 72ha

延べ床面積 約47,500活

店舗 約7,500∬

集合住宅 約25,900ド (240戸 )

業務施設 約2,300言

駐車場 339台

(北街区108台 ,南街区231台 )

2



2.目 白勺B事業概要

◆目的
低層で木造の密集市街地等を改善していくとともに細分化された土地を共同化するこ

とにより、土地の高度利用を図りヽ さらに必要な公共施設(道路、広場等)をあわせて整
備を行い、安全で快適な都市環境を創出するもの。

◆事業概要
《Jヒ街区》
構  造
階  数
建築面積
延床面積
用  途

鉄筋コンクリート造、一部鉄骨造

地下 1階 地上26階
3,129.69浦

36,281.23浦
共同住宅、店舗、駐車場

鉄骨造

地上 11階

1,113.49浦
11,222.88浦
業務、駐車場

《南街区》
構  造
階  数
建築面積
延床面積
用  途

3.経緯

平成26年 1月

平成27年 7月

平成28年 9月

平成30年 1月

平成30年 2月

令和元年 5月 ～

令和元年 8月

令和元年 9月 ～

令和 2年 4月 ～

令和 2年 11月

令和 2年 12月

再開発準備組合設立

都市計画決定 (第一種市街地再開発事業、高度利用地区)

都市計画決定H変更 (第一種市街地再開発事業、高度利用地区、地区計画)

組合設立認可公告 〔長崎県〕

組合設立

解体工事着工 (北街区、南街区)

起工式

新築工事着工 (南街区)

新築工事着工 (北街区)

新築工事竣工 (南街区)

南街区開業

令和 4年 10月

令和 4年 11月

令和 5年 3月

新築工事竣工 (北街区)【予定】

北街区開業【予定】

再開発組合解散【予定】

4



4.事業の必要性・効果

◆事業の必要性

新大工町地区は、本市の中心市街地の商業集積地であるが、近年は施設の老朽化

や大型郊外店の進出に伴い、かつての賑わいを失っている。

当事業は、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図り、地区の利便
性の向上と中心市街地全体の賑わい再生を図るためには必要不可欠。|

中心市街地に不足する業務施設床を創設することにより雇用の場の創出、建て替え促

進により防災性の向上及び中心市街地の活性化に寄与する。

低層の建築物が密集
賑わいを失い来街者が減少 れていない 法定耐 年限を経過し老朽化した建物

《写真は平成29年度》

◆工期の延長 (前回)H29～ H33⇒ (今回)H29～R4

き邑謹許写写峯孫則
の配置1汗模言)に

Tり
の期

T今
要Ⅲ平成29年度の組

上記に伴い同年度に行う予定だつた実施設計業務も遅れ、事業全体のスケジュー
ルも1年間延長された。

◆事業費の増額 (前回)162.8億 円■ (今回)174.0億 円

従前資産評価額が確定し、用地費及び建物買収費が増額となつた。

工事の規模等が変更になつたことにより、実施設計業務での工事費積算の結果(建
築工事費が増額となつたと

5

6

5.事業の進捗状況



6.上位計画への位置付け田関連車業の状況

◆上位計画
・長崎市第4次総合計画
日長崎市都市計画マスタープラン
E長崎市中心市街地活性化基本計画 (第 2期 )

◆関連事業の状況
新大工歩道橋整備事業
日R2年度   地質調査、測量及び詳細設計
亀R3～ R4年度 歩道橋設置工事

平

委託

国道 34号

| ||

横断歩道

再開発事業

南街区

再開発事業

北街区

|

|

|

|

7

7.地元等の意向

◆市街地再開発事業により交流人口及び定住人口の拡大を図り、地域活力の維持向
上と賑わいの創出、まちなか居住や回遊性の向上に寄与するものとして、期待が寄せ
られている。|

◆吉くから親しまれた「市場」は閉場されたが、施行者は新たな商業施設に「市場」を配
置することを検討しており、地元からも期待の声が聞かれる。

イメージパース 南街区完成

8



8.事業の投資効果

◆費用対効果(B/C)

項 目
前回評価

(平成29年度 )

今回評価

(令和3年度 )

全事業 1.58=266.4億 円/168.3億 円 1.52=252.9億 円/166.0億 円

〔費用(C)〕事業に要する用地費及ぴ建物買収費、施設整備費、解体撤去費など

〔便益(B)〕事業の実施によりもたらされる収益性、利便性、快適性の向上など、社会全体にとつて

の利益(賃貸事業の収益向上、地価変化)

【プラス要因】
E事業進捗の結果、施設整備費等が減となつた。

【マイナス要因】
日年間維持管理費が上昇したため、便益が減となつた。(便益=総収入〒総支出〔維持管理費〕)

・従前資産評価額の確定に伴い、用地費及び建物買収費が増となつた。

【その他要因】
・平成30年度に費用便益分析マニュアルが改訂され、慄益が増加した。

9

◆当事業は、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図り、地区の利便

性の向上と中心市街地全体の賑わい再生を図るためには、必要不可欠な事業である。

◆事業進捗率は、事業費ベースで約46%(令和2年度末現在)であり、今年度末には約
93%が見込まれる。

◆地元からも、再開発事業の早期完成が望まれている。

◆事業効率化に大きく寄与する新たなコスト縮減は見込めず、また、建築物2棟の内1棟
は完成し、残る可棟も来年度完成予定のため、代替案の苛能性はないと

◆期間の延長、事業費の増額はあるものの、費用対効果が十分に見込まれる。

9.対応方針 (原案 )

対応方針

(原案 )
継 続
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